
令和５年度第1回岩手県地域職業能力開発促進協議会 

日 時：令和５年１１月１７日（金） 

１０時～ 

場 所：盛岡第２合同庁舎３階共用会議室 

次   第 
１ 開  会                           

 

２ 岩手労働局長挨拶                            

 

３ 委員紹介                                                    

 
４ 議  事                                                    
（１）報告事項                                                    

① 公的職業訓練の実施状況について 

② 地域におけるリスキリングの推進に関する事業について    

     

（２）協議事項                                                  

① 令和５年度岩手県地域職業訓練実施計画の変更について 

② 公的職業訓練効果検証ワーキンググループによる改善促進策（案）について 

③ 令和６年度岩手県地域職業訓練実施計画の策定方針について 

（ア）公共職業訓練（委託訓練）                   

（イ）公共職業訓練（施設内訓練）                

（ウ）求職者支援訓練  

 

（３）そ の 他                                                                  

 

５ 閉  会                                                               
 







令和５年度第１回岩手県地域職業能力開発促進協議会 配付資料一覧 

 

資料１－１ 岩手県地域職業能力開発促進協議会設置要綱 

資料１－２ 参考：地域職業能力開発促進協議会 

資料２   公的職業訓練の実施状況について 

資料３   地域リスキリング推進事業一覧 

資料４   令和５年度岩手県地域職業訓練実施計画変更（案） 

資料５   公的職業訓練効果検証ワーキンググループによる改善促進策（案） 

資料６   令和６年度岩手県地域職業訓練実施計画策定方針（案） 

資料７   令和６年度委託訓練（公共職業訓練）実施計画策定方針（案） 

資料８   令和６年度施設内訓練実施計画（案）について 

資料９   令和６年度求職者支援訓練実施計画策定方針（案）補足資料 

参考１   ハロートレーニングに係る令和６年度概算要求 

参考２   職業訓練ニーズについて 



1 

 

資料１－１ 

岩手県地域職業能力開発促進協議会設置要綱 

 

１ 目的 

岩手労働局及び岩手県（以下「関係機関」という。）は、職業能力開発促進法

（昭和44年法律第64号）第15条の規定に基づき、都道府県の区域において、地

域の関係機関が参画し、同法第16条第１項の規定に基づき設置する公共職業能力

開発施設において実施する職業訓練（同法第15条の７第３項の規定に基づき実施

する職業訓練を含む。）及び職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関

する法律（平成23年法律第47号）第４条第２項に規定する認定職業訓練（両訓練

を合わせて、以下「公的職業訓練」という。）を実施するに当たり、地域における

人材ニーズを適切に反映した訓練コースの設定を促進するとともに、訓練効果の把

握・検証を通じた訓練内容の改善等の協議を行う岩手県地域職業能力開発促進協議

会（以下「協議会」という。）を設置する。 

 

 ２ 設置主体 

岩手労働局及び岩手県 

 

３ 構成員 

協議会は、以下に掲げる者を構成員とする。 

（１）岩手労働局 

（２）岩手県 

（３）職業訓練若しくは職業に関する教育訓練を実施する者又はその団体 

（４）労働者団体 

（５）事業主団体 

（６）職業紹介事業者若しくは特定募集情報等提供事業者又はその団体 

（７）学識経験者 

（８）その他関係機関が必要と認める者 

 

４ 任期 

  協議会委員の任期は２年間とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任

期間とする。 

 

５ ワーキンググループ 

協議会は、協議事項の検討に必要なワーキンググループを設置することができ

る。 
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６ 会長 

（１）協議会に会長を置き、委員の互選により選任する。 

（２）会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

（３）会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その 

職務を代理する。 

 

７ 協議会の開催 

年２回以上の開催とする。 

 

８ 協議事項 

次に掲げる事項について協議する。 

（１） 公的職業訓練について、地域の人材ニーズ及び実施状況を踏まえた 

訓練コースの設定に関すること。 

（２）公的職業訓練について、訓練効果の把握・検証等に関すること。 

（３）キャリアコンサルティングの機会の確保その他の職業能力の開発及 

び向上の促進のための取組に関すること。 

（４）公的職業訓練の実施にあたり年度計画の策定に関すること。 

（５）その他必要な事項に関すること。 

 

９ 事務局 

協議会の事務局は、岩手労働局職業安定部に置く。 

 

10 その他 

（１） 協議会資料及び議事録等については、協議会において申し合わせた 

場合を除き、公開とする。 

（２） 協議会の事務に従事する者又は従事した者は、職業能力開発促進法 

第15条第３項の規定により、正当な理由なく、協議会の事務に関して 

知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（３）この要綱に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は別に定め 

る。 

 

附 則 

  この要綱は、令和4年11月2日から施行する。 
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促
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０
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）
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人
材
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た
訓
練
コ
ー
ス
の
設
定
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及
び
都
道
府
県
は
、
地
域
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関
係
者
・
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係
機
関
を
参
集
し
、
職
業
能
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関
す
る
有
用
な
情
報
を

共
有
し
、
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域
の
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情
や
ニ
ー
ズ
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即
し
た
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職
業
訓
練
の
設
定
・
実
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、
職
業
訓
練
効
果
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把
握
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検

証
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行
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単
位
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協
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会
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組
織
す
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。

訓
練
効
果
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把
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検
証

修
了
者

採
用
企
業

訓
練
機
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ヒ
ア
リ
ン
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カ
リ
キ
ュ
ラ

ム
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改
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構
成
員
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①
都
道
府
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労
働
局

②
都
道
府
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公
共
職
業
能
力
開
発
施
設
を
設
置
す
る
市
町
村

④
職
業
訓
練
・
教
育
訓
練
実
施
機
関
（
専
門
学
校
・
各
種
学
校
、
高
齢
・
障
害
・
求
職
者
雇
用
支
援
機
構
、
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
実
施
大
学
等

等
）

⑤
労
働
者
団
体

⑥
事
業
主
団
体

⑦
職
業
紹
介
事
業
者
（
団
体
）
又
は
特
定
募
集
情
報
等
提
供
事
業
者
（
団
体
）

⑧
学
識
経
験
者

⑨
そ
の
他
協
議
会
が
必
要
と
認
め
る
者
（
例
：
デ
ジ
タ
ル
分
野
の
専
門
家
、
地
方
自
治
体
の
生
活
困
窮
者
自
立
支
援
制
度
主
管
部
局

等
）

キ
ャ
リ
ア
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
、

そ
の
他
の
職
業
能
力
開
発
に
関
す

る
取
組
の
共
有

キ
ャ
リ
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
、
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
等

「
地
域
職
業
訓
練
実
施

計
画
」
と
実
績
と
の
ミ

ス
マ
ッ
チ
の
検
証

地
域
の
人
材
ニ
ー
ズ
や
検
証
を
踏
ま
え
た

「
地
域
職
業
訓
練
実
施
計
画
」
の
策
定

訓
練
コ
ー
ス
の
設
定

地 域 職 業 能 力 開 発 促 進 協 議 会 の 協 議 事 項

・
・
・
主
催

職
業
訓
練
の
実
施

職
業
訓
練
機
関
等

将
来
的
に
必
要
と
な
る
ス
キ
ル
も

含
め
、
地
域
の
詳
細
な
人
材
ニ
ー

ズ
の
把
握

経
済
情
報
、
労
働
市
場
情
報
、
企
業
ニ
ー
ズ
等

⇒
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た
精
度
の
高
い
訓
練
を
実
施

⇒
個
別
コ
ー
ス
の
質
の
向
上
を
促
進

②
訓
練
効
果
の
把
握
・
検
証

(
協
議
会
の
下
の
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
で
実
施
)
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１
ハ
ロ
ー
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
（
公
共
職
業
訓
練
・
求
職
者
支
援
訓
練
）
の
概
要

離
職

者
向

け
在

職
者

向
け

学
卒

者
向

け
障

害
者

向
け

公 共 職 業 訓 練

①
対

象
：

主
に

雇
用

保
険

受
給

者
②

期
間

：
概

ね
３

か
月

～
２

年
（

令
和

6
年

3
月

3
1
日

ま
で

特
例

措
置

に
よ

り
1
～

2
か

月
の

訓
練

実
施

が
可

能
）

③
実

施
機

関
：

①
対

象
：

在
職

者
②

期
間

：
概

ね
２

日
~

５
日

③
実

施
機

関
：

・
(独

)高
齢

・
障

害
・

求
職

者
雇

用
支

援
機

構
（

ポ
リ

テ
ク

セ
ン

タ
ー

岩
手

／
生

産
性

向
上

人
材

育
成

セ
ン

タ
ー

）
・

岩
手

県
（

職
業

能
力

開
発

校
）

①
対

象
：

高
等

学
校

の
卒

業
者

等
②

期
間

：
１

年
~

２
年

③
実

施
機

関
：

・
岩

手
県

（
職

業
能

力
開

発
校

）

①
対

象
：

Ｈ
Ｗ

の
求

職
者

特
別

支
援

学
校

の
卒

業
未

内
定

者
②

期
間

：
概

ね
３

か
月

～ １
年

③
実

施
機

関
：

・
民

間
教

育
訓

練
機

関
・

企
業

等
（

岩
手

県
の

委
託

）

求 職 者 支 援 訓 練

①
対

象
：

主
に

雇
用

保
険

を
受

給
で

き
な

い
方

②
期

間
：

３
か

月
~

６
か

月
（

令
和

6
年

3
月

3
1
日

ま
で

特
例

措
置

に
よ

り
２

週
間

以
上

の
訓

練
期

間
が

あ
れ

ば
実

施
が

可
能

）
③

実
施

機
関

：
(独

)高
齢

・
障

害
・

求
職

者
雇

用
支

援
機

構
の

認
定

を
受

け
た

民
間

教
育

訓
練

機
関

等
〈

基
礎

コ
ー

ス
〉

社
会

人
ス

キ
ル

と
基

礎
的

な
職

業
ス

キ
ル

を
習

得
〈

実
践

コ
ー

ス
〉

基
本

的
技

能
と

実
践

的
技

能
を

一
括

し
て

習
得

※
求

職
者

支
援

訓
練

は
、

雇
用

保
険

と
生

活
保

護
の

間
を

繋
ぐ

セ
ー

フ
テ

ィ
ー

ネ
ッ

ト
の

一
つ

と
位

置
づ

け
ら

れ
、

平
成

２
３

年
か

ら
運

用
開

始
。

受
講

者
に

は
「

職
業

訓
練

受
講

給
付

金
」

と
し

て
、

月
１

０
万

円
＋

交
通

費
・

寄
宿

手
当

を
支

給
。

（
世

帯
収

入
等

の
要

件
あ

り
）

●
民

間
教

育
訓

練
機

関
等

（
岩

手
県

の
委

託
）

事
務

・
介

護
・

情
報

・
建

設
系

の
訓

練
【

委
託

訓
練

】

●
（

独
）

高
齢

・
障

害
・

求
職

者
雇

用
支

援
機

構
（

ポ
リ

テ
ク

セ
ン

タ
ー

岩
手

）
主
に
も
の
づ
く
り
分
野
の
訓
練
【

施
設
内
訓
練
】

【
委

託
訓

練
の

種
類

】

●
離

職
者

再
就

職
訓

練
・

短
期

訓
練

コ
ー

ス
（

３
か

月
・

６
か

月
）

・
長

期
高

度
人

材
育

成
コ

ー
ス

（
２

年
／

介
護

福
祉

士
、

保
育

士
養

成
コ

ー
ス

他
）

●
母

子
家

庭
の

母
等

の
職

業
自

立
促

進
訓

練
ひ

と
り

親
の

家
族

の
母

親
を

対
象

と
し

た
短

期
育

成
コ

ー
ス

（
３

か
月

）
●

日
本

版
デ

ュ
ア

ル
シ

ス
テ

ム
訓

練
就

業
経

験
の

少
な

い
方

を
対

象
と

し
た

コ
ー

ス
、

企
業

実
習

を
含

む
実

践
的

訓
練

●
ｅ

ラ
ー

ニ
ン

グ
コ

ー
ス

外
出

に
制

限
が

あ
る

方
、

居
住

地
に

訓
練

実
施

機
関

が
な

い
方

等
に

対
す

る
情

報
通

信
機

器
を

活
用

し
た

訓
練
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２
過
去

3
年
間
に
お
け
る
雇
用
指
標
及
び
ハ
ロ
ー
ト
レ
ー
ニ
ン
グ

実
施
状
況
の
推
移

※
新

規
求

職
申

込
件

数
・

有
効

求
職

者
数

・
有

効
求

人
数

は
、

一
般

及
び

パ
ー

ト
の

合
計

で
す

。
※

雇
用

保
険

受
給

資
格

決
定

件
数

は
、

一
般

求
職

者
給

付
の

件
数

で
す

。
※

有
効

求
職

者
数

・
有

効
求

人
数

は
、

そ
の

年
度

に
お

け
る

平
均

で
す

。
3



３
ハ
ロ
ー
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
（
離
職
者
向
け
）
実
施
状
況
の
推
移

○
実
施
コ
ー
ス
数
・
実
施
率

○
受
講
者
数
・
充
足
率

○
就
職
者
数
・
就
職
率

4



４
種
類
別
ハ
ロ
ー
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
の

実
施
状
況

5



４
－
１

公
共
職
業
訓
練
（
委
託
訓
練
）
の
実
施
状
況

令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

分
野

コ
ー

ス
数

コ
ー

ス
定

員
の

計
受

講
者

数
応

募
倍

率
定

員
充

足
率

就
職

率
コ

ー
ス

数
コ

ー
ス

定
員

の
計

受
講

者
数

応
募

倍
率

定
員

充
足

率
就

職
率

Ｉ
Ｔ

分
野

7
6
9

7
2

1
.3

8
 1

0
4
.3

%
7
6
.2

%
9

8
8

7
3

1
.0

6
 

8
3
.0

%
-

営
業

・
販

売
・

事
務

分
野

5
5

8
3
0

6
9
3

1
.0

4
 

8
3
.5

%
7
1
.2

%
2
6

3
8
5

3
4
6

1
.1

9
 

8
9
.9

%
-

医
療

事
務

分
野

5
6
9

4
7

0
.7

2
 

6
8
.1

%
6
1
.4

%
0

0
0

-
-

-

介
護

・
医

療
・

福
祉

分
野

2
2

1
7
0

1
2
6

0
.9

0
 

7
4
.1

%
8
5
.9

%
2
0

1
4
9

1
1
0

0
.8

3
 

7
3
.8

%
-

農
業

分
野

0
 

0
 

0
 

-
-

-
0

0
0

-
-

-

旅
行

・
観

光
分

野
0

0
0

-
-

-
0

0
0

-
-

-

デ
ザ

イ
ン

分
野

1
4

2
1
0

1
8
2

1
.1

0
 

8
6
.7

%
8
1
.1

%
7

1
0
5

9
6

1
.1

6
 

9
1
.4

%
-

製
造

分
野

0
0

0
-

-
-

0
0

0
-

-
-

建
設

関
連

分
野

4
4
5

3
5

0
.9

3
 

7
7
.8

%
6
6
.6

7
%

4
5
0

3
9

0
.8

6
 

7
8
.0

%
-

理
容

・
美

容
関

連
分

野
6

1
4

1
5

1
.1

4
 1

0
7
.1

%
1
0
0
.0

%
7

1
5

1
9

1
.4

7
 1

2
6
.7

%
-

そ
の

他
分

野
4

7
1
2

1
.8

6
 1

7
1
.4

%
6
6
.7

%
4

2
0

2
0

1
.2

5
 1

0
0
.0

%
-

合
計

1
1
7

1
4
1
4

1
1
8
2

1
.0

3
 

8
3
.6

%
7
4
.4

%
7
7

8
1
2

7
0
3

1
.0

9
 

8
6
.6

%
-

（
参

考
）

デ
ジ

タ
ル

分
野

(※
)

1
0

1
1
4

1
0
8

1
.3

5
 

9
4
.7

%
9
0
.7

%
9

8
8

7
3

1
.0

6
 

8
3
.0

%
-

※
デ

ジ
タ

ル
分

野
は

上
記

の
そ

れ
ぞ

れ
の

分
野

に
分

布
し

て
い

る
こ

と
か

ら
、

別
集

計
と

し
て

い
る

。

（
注

１
）

令
和

５
年

９
月

末
現

在
の

状
況

6



令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

分
野

コ
ー

ス
数

コ
ー

ス
定

員
の

計
受

講
者

数
応

募
倍

率
定

員
充

足
率

就
職

率
コ

ー
ス

数
コ

ー
ス

定
員

の
計

受
講

者
数

応
募

倍
率

定
員

充
足

率
就

職
率

Ｉ
Ｔ

分
野

0
0

0
-

-
-

0
0

0
-

-
-

営
業

・
販

売
・

事
務

分
野

0
0

0
-

-
-

0
0

0
-

-
-

医
療

事
務

分
野

0
0

0
-

-
-

0
0

0
-

-
-

介
護

・
医

療
・

福
祉

分
野

0
0

0
-

-
-

0
0

0
-

-
-

農
業

分
野

0
0

0
-

-
-

0
0

0
-

-
-

旅
行

・
観

光
分

野
0

0
0

-
-

-
0

0
0

-
-

-

デ
ザ

イ
ン

分
野

0
0

0
-

-
-

0
0

0
-

-
-

製
造

分
野

1
4

2
0
2

1
0
8

0
.5

8
 

5
3
.5

%
8
9
.4

%
7

1
0
1

5
8

0
.6

4
 

5
7
.4

%
-

建
設

関
連

分
野

4
6
8

6
2

1
.0

4
 

9
1
.2

%
6
6
.7

%
2

3
4

2
5

0
.8

5
 

7
3
.5

%
-

理
容

・
美

容
関

連
分

野
0

0
0

-
-

-
0

0
0

-
-

-

そ
の

他
分

野
7

9
8

9
8

1
.0

7
 1

0
0
.0

%
8
3
.1

%
4

5
4

5
2

1
.0

4
 

9
6
.3

%
-

合
計

2
5

3
6
8

2
6
8

0
.8

0
 

7
2
.8

%
8
2
.8

%
1
3

1
8
9

1
3
5

0
.7

9
 

7
1
.4

%
-

（
参

考
）

デ
ジ

タ
ル

分
野

(※
)

8
1
2
8

9
9

0
.8

4
 

7
7
.3

%
7
7
.5

%
4

6
4

4
5

0
.8

0
 

7
0
.3

%
-

※
デ

ジ
タ

ル
分

野
は

上
記

の
そ

れ
ぞ

れ
の

分
野

に
分

布
し

て
い

る
こ

と
か

ら
、

別
集

計
と

し
て

い
る

。

（
注

１
）

令
和

５
年

９
月

末
現

在
の

状
況

7

４
－
２

公
共
職
業
訓
練
（
施
設
内
訓
練
）
の
実
施
状
況



令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

分
野

コ
ー

ス
数

コ
ー

ス
定

員
の

計
受

講
者

数
応

募
倍

率
定

員
充

足
率

就
職

率
コ

ー
ス

数
コ

ー
ス

定
員

の
計

受
講

者
数

応
募

倍
率

定
員

充
足

率
就

職
率

Ｉ
Ｔ

分
野

0
0

0
-

-
-

0
0

0
-

-
-

営
業

・
販

売
・

事
務

分
野

2
6

3
7
2

2
5
4

0
.8

2
 

6
8
.3

%
5
6
.5

%
4

5
0

3
9

1
.1

6
 

7
8
.0

%
-

医
療

事
務

分
野

5
7
5

5
9

0
.8

5
 

7
8
.7

%
7
8
.3

%
3

4
5

3
8

0
.9

8
 

8
4
.4

%
-

介
護

・
医

療
・

福
祉

分
野

1
0

1
4
5

6
5

0
.5

4
 

4
4
.8

%
7
3
.9

%
6

8
2

3
7

0
.5

0
 

4
5
.1

%
-

農
業

分
野

0
0

0
-

-
-

0
0

0
-

-
-

旅
行

・
観

光
分

野
0

0
0

-
-

-
0

0
0

-
-

-

デ
ザ

イ
ン

分
野

4
6
0

6
0

1
.5

2
 1

0
0
.0

%
5
6
.4

%
2

3
0

3
0

1
.8

0
 1

0
0
.0

%
-

製
造

分
野

0
0

0
-

-
-

0
0

0
-

-
-

建
設

関
連

分
野

1
1
5

5
0
.3

3
 

3
3
.3

%
6
6
.7

%
0

0
0

-
-

-

理
容

・
美

容
関

連
分

野
0

0
0

-
-

-
0

0
0

-
-

-

そ
の

他
分

野
0

0
0

-
-

-
0

0
0

-
-

-

基
礎

1
0

1
1
3

6
8

0
.6

5
 

6
0
.2

%
8
6
.5

%
7

9
1

7
1

1
.0

2
 

7
8
.0

%
-

合
計

5
6

7
8
0

5
1
1

0
.7

9
 

6
5
.5

%
6
7
.1

%
2
2

2
9
8

2
1
5

0
.9

7
 

7
2
.1

%
-

（
参

考
）

デ
ジ

タ
ル

分
野

(※
)

2
3
0

3
0

1
.8

3
 1

0
0
.0

%
7
3
.3

%
1

1
5

1
5

2
.0

7
 1

0
0
.0

%
-

※
デ

ジ
タ

ル
分

野
は

上
記

の
そ

れ
ぞ

れ
の

分
野

に
分

布
し

て
い

る
こ

と
か

ら
、

別
集

計
と

し
て

い
る

。

（
注

１
）

令
和

５
年

９
月

末
ま

で
に

開
講

し
た

訓
練

を
集

計
。

令
和

５
年

４
月

以
降

に
終

了
し

た
訓

練
に

つ
い

て
は

就
職

率
が

確
定

し
て

い
な

い
た

め
、

確
定

分
の

み
で

算
出

。

（
注

２
）

就
職

率
に

つ
い

て
は

、
以

下
の

算
定

式
（

た
だ

し
、

式
の

分
母

分
子

か
ら

訓
練

終
了

日
に

お
い

て
6
7
歳

以
上

の
者

を
除

く
。

）
に

よ
り

算
出

。

就
職

者
数

(雇
用

保
険

適
用

) 
÷

修
了

者
等

数
（

①
就

職
理

由
中

退
者

＋
②

訓
練

修
了

者
－

③
次

の
訓

練
を

受
講

す
る

者
(基

礎
コ

ー
ス

の
み

)）

8

４
－
３

求
職
者
支
援
訓
練
の
実
施
状
況



４
－
４

種
類
別
ハ
ロ
ー
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
の
実
施
状
況

（
４
－
１
～
４
－
３
の
合
計
）

令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

分
野

コ
ー

ス
数

コ
ー

ス
定

員
の

計
受

講
者

数
応

募
倍

率
定

員
充

足
率

コ
ー

ス
数

コ
ー

ス
定

員
の

計
受

講
者

数
応

募
倍

率
定

員
充

足
率

Ｉ
Ｔ

分
野

7
6
9

7
2

1
.3

8
 

1
0
4
.3

%
9

8
8

7
3

1
.0

6
8
3
.0

%

営
業

・
販

売
・

事
務

分
野

8
1

1
2
0
2

9
4
7

0
.9

7
 

7
8
.8

%
3
0

4
3
5

3
8
5

1
.1

8
8
8
.5

%

医
療

事
務

分
野

1
0

1
4
4

1
0
6

0
.7

9
 

7
3
.6

%
3

4
5

3
8

0
.9

8
8
4
.4

%

介
護

・
医

療
・

福
祉

分
野

3
2

3
1
5

1
9
1

0
.7

4
 

6
0
.6

%
2
6

2
3
1

1
4
7

0
.7

1
6
3
.6

%

農
業

分
野

0
 

0
 

0
 

-
-

0
 

0
 

0
 

-
-

旅
行

・
観

光
分

野
0
 

0
 

0
 

-
-

0
 

0
 

0
 

-
-

デ
ザ

イ
ン

分
野

1
8

2
7
0

2
4
2

1
.1

9
 

8
9
.6

%
9

1
3
5

1
2
6

1
.3

0
9
3
.3

%

製
造

分
野

1
4

2
0
2

1
0
8

0
.5

8
 

5
3
.5

%
7

1
0
1

5
8

0
.6

4
5
7
.4

%

建
設

関
連

分
野

9
1
2
8

1
0
2

0
.9

2
 

7
9
.7

%
6

8
4

6
4

0
.8

6
7
6
.2

%

理
容

・
美

容
関

連
分

野
6

1
4

1
5

1
.1

4
 

1
0
7
.1

%
7

1
5

1
9

1
.4

7
1
2
6
.7

%

そ
の

他
分

野
1
1

1
0
5

1
1
0

1
.1

2
 

1
0
4
.8

%
8

7
4

7
2

1
.0

9
9
7
.3

%

基
礎

1
0

1
1
3

6
8

0
.6

5
 

6
0
.2

%
7

9
1

7
1

1
.0

2
7
8
.0

%

合
計

1
9
8

2
5
6
2

1
9
6
1

0
.9

2
 

7
6
.5

%
1
1
2

1
2
9
9

1
0
5
3

1
.0

2
8
1
.1

%

（
参

考
）

デ
ジ

タ
ル

分
野

(※
)

2
0

2
7
2

2
3
7

1
.1

6
 

8
7
.1

%
1
4

1
6
7

1
3
3

1
.0

5
7
9
.6

%

※
デ

ジ
タ

ル
分

野
は

上
記

の
そ

れ
ぞ

れ
の

分
野

に
分

布
し

て
い

る
こ

と
か

ら
、

別
集

計
と

し
て

い
る

。

9



就
職
率

就
職
率

高

【
応
募
倍
率
「
高
」
・
就
職
率
「
低
」
の
分
野
の
改
善
方
策
】

求
人

ニ
ー

ズ
を

と
ら

え
切

れ
て

い
な

い
可

能
性

が
あ

る
と

と
も

に
、

受
講

者
に

就
職

率
が

低
い

こ
と

が
伝

わ
っ

て
い

な
い

可
能

性
が

あ
る

。

（
営

業
・

販
売

・
事

務
分

野
）

＜
考
え
ら
れ
る
改
善
の
方
向
性
＞

○
求

人
ニ

ー
ズ

に
即

し
た

訓
練

内
容

に
な

っ
て

い
る

か
要

検
討

○
就

職
支

援
策

に
課

題
・

強
化

点
に

つ
い

て
要

検
討

【
就
職
率
「
高
」
・
応
募
倍
率
「
高
」
の
分
野
の
改
善
方
策
】

求
人

ニ
ー

ズ
、

求
職

者
ニ

ー
ズ

を
踏

ま
え

た
効

果
的

な
職

業
訓

練
と

言
え

る
。

（
委

託
訓

練
：

IT
分

野
、

デ
ザ

イ
ン

分
野

）

＜
考
え
ら
れ
る
改
善
の
方
向
性
＞

○
応

募
倍

率
が

1
0
0
％

を
超

え
て

い
る

場
合

に
は

、
申

込
者

数
に

応
じ

た
定

員
の

拡
充

に
つ

い
て

要
検

討

○
新

規
コ

ー
ス

、
実

施
機

関
の

開
拓

【
就
職
率
「
高
」
・
応
募
倍
率
「
低
」
の
分
野
の
改
善
方
策
】

求
人

ニ
ー

ズ
の

観
点

か
ら

は
効

果
的

な
訓

練
と

言
え

る
が

、
受

講
者

ニ
ー

ズ
を

と
ら

え
切

れ
て

い
な

い
可

能
性

が
あ

る
。

（
製

造
分

野
、

介
護

・
医

療
・

福
祉

分
野

）

＜
考
え
ら
れ
る
改
善
の
方
向
性
＞

○
訓

練
実

施
機

関
で

開
催

し
て

い
る

見
学

会
へ

の
誘

導

○
安

定
所

で
開

催
し

て
い

る
訓

練
説

明
会

へ
の

参
加

勧
奨

【
就
職
率
「
低
」
・
応
募
倍
率
「
低
」
の
分
野
の
改
善
方
策
】

求
人

ニ
ー

ズ
、

受
講

者
ニ

ー
ズ

双
方

を
と

ら
え

切
れ

て
い

な
い

可
能

性
が

あ
る

。

（
医

療
事

務
分

野
）

＜
考
え
ら
れ
る
改
善
の
方
向
性
＞

○
開

催
地

域
で

の
求

人
ニ

ー
ズ

、
受

講
者

ニ
ー

ズ
に

即
し

た
訓

練

内
容

に
な

っ
て

い
る

か
要

検
討

○
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
の

窓
口

お
け

る
周

知
・

広
報

応
募
倍
率

応
募
倍
率

高

1
0

５
令
和
４
年
度
の
指
標
か
ら
分
析
し
た
改
善
す
べ
き
方
向
性



●
令
和
５
年
度
ハ
ロ
ー
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
実
施
機
関

（
令

和
5
年

4
月

～
令

和
5
年

9
月

開
講

分
）

1
1

1
2

6
7

8
9

1
0

1
2

3
4

5

1
3

沼
宮
内

1
6

1
4

1
7

1
8

1
9

ﾎ
ﾟﾘ
ﾃ
ｸ
花
巻

遠
野

1
5

2
5

2
7

2
8

2
6

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

二
戸

委
託

訓
練

実
施

機
関

支
援

訓
練

実
施

機
関

両
訓

練
実

施
機

関

【
盛
岡
地
区
】

(株
)岩

手
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
セ

ン
タ

ー

盛
岡

医
療

福
祉

ス
ポ

ー
ツ

専
門

学
校

大
原

ス
ポ

ー
ツ

公
務

員
専

門
学

校
盛

岡
校

大
原

簿
記

情
報

ビ
ジ

ネ
ス

医
療

福
祉

専
門

学
校

北
日

本
医

療
福

祉
専

門
学

校

北
日

本
ヘ

ア
・

ス
タ

イ
リ

ス
ト

カ
レ

ッ
ジ

盛
岡

大
学

短
期

大
学

部

あ
っ

と
ほ

ー
む

パ
ソ

コ
ン

教
室

(株
)ニ

チ
イ

学
館

盛
岡

支
店

(有
)ノ

ー
テ

ィ
盛

岡
本

宮
校

ト
ラ

パ
ン

ツ
コ

ン
テ

ン
ツ

ス
ク

ー
ル

(職
)岩

手
中

央
職

業
訓

練
協

会

(株
)日

建
学

院
盛

岡
校

【
釜
石
地
区
】

(職
)釜

石
職

業
訓

練
協

会

【
遠
野
地
区
】

(職
)遠

野
職

業
訓

練
協

会

【
宮
古
地
区
】

(職
)宮

古
職

業
訓

練
協

会

【
花
巻
地
区
】

岩
手

理
容

美
容

専
門

学
校

(職
)花

巻
職

業
訓

練
協

会

(有
)ノ

ー
テ

ィ
花

巻
星

が
丘

校

【
一
関
地
区
】

修
紅

短
期

大
学

(職
)東

磐
職

業
訓

練
協

会

東
北

ヘ
ア

モ
ー

ド
学

院

わ
か

や
ま

パ
ソ

コ
ン

教
室

(株
)エ

ン
プ

ロ
イ

ー
サ

ポ
ー

ト
仙

台

(職
)一

関
職

業
訓

練
協

会

【
水
沢
地
区
】

(職
)江

刺
職

業
訓

練
協

会

(職
)水

沢
職

業
訓

練
協

会

こ
れ

さ
ぽ

【
北
上
地
区
】

北
上

コ
ン

ピ
ュ

ー
タ

・
ア

カ
デ

ミ
ー

専
修

大
学

北
上

福
祉

教
育

専
門

学
校

(株
)ニ

チ
イ

学
館

北
上

校

(職
)北

上
職

業
訓

練
協

会

【
大
船
渡
地
区
】

(職
)気

仙
職

業
訓

練
協

会

【
二
戸
地
区
】

(職
)二

戸
職

業
訓

練
協

会

【
久
慈
地
区
】

(職
)久

慈
職

業
訓

練
協

会

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
9

3
0

3
1

2
8

3
3

3
4

3
5

3
2

2
9

3
0

3
1

3
2

3
3

3
4

3
5

盛
岡

釜
石

宮
古

花
巻

一
関

水
沢

北
上

大
船
渡

久
慈

●
ハ
ロ
ー
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
受
講
者
の
状
況

（
令

和
２

年
度

～
令

和
４

年
度

開
講

分
）

R
2

R
3

R
4

1
0
0

1
0
7

9
8

3
2

5
0

6
4

R
2

R
3

R
4

3
3
0

3
6
8

3
4
3

2
1
4

2
1
1

2
9
2

盛
岡

R
2

R
3

R
4

5
0

5
6

7
1

釜
石

R
2

R
3

R
4

2
4

8
1

8
1

7
7

遠
野

R
2

R
3

R
4

5
8

8
6

5
2

1
5

二
戸

R
2

R
3

R
4

4
8

4
3

5
4

1
0

6
9

久
慈

R
2

R
3

R
4

8
5

8
9

8
4

宮
古

R
2

R
3

R
4

3
0
3

2
7
0

2
6
8

8
8

9
8

9
5

1
6

2
3

2
6

花
巻

R
2

R
3

R
4

4
0

2
6

4
6

1
2
9

2
5

大
船
渡

R
2

R
3

R
4

1
1
8

1
3
7

1
1
5

2
6

3
9

5
9

一
関

北
上

R
2

R
3

R
4

1
2
3

1
2
6

1
4
7

2
3

2
1

水
沢

■
委

託
訓

練
■

支
援

訓
練

■
施

設
内

訓
練

1
1

６
地
域
別
ハ
ロ
ー
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
（
離
職
者
向
け
）
実
施
機
関
の
状
況



職
業

能
力

形
成

機
会

に
恵

ま
れ

な
か

っ
た

非
正

規
雇

用
労

働
者

等
の

方
が

国
家

資
格

等
の

取
得

に
よ

り
正

社
員

就
職

を
目

指
す

訓
練

。

令
和

５
年

度
の

定
員

数
は

５
０

名
(令

和
４

年
度

は
４

４
名

)

・
令
和
５
年
度
の
定
員
充
足
率
：

7
0

.0
％

・
令
和
４
年
度
の
定
員
充
足
率
：

9
0

.9
％

就
職
率
：

8
7

.8
％

７
託
児
サ
ー
ビ
ス
付
き
訓
練
の
実
施
状
況

８
長
期
高
度
人
材
育
成
コ
ー
ス
の
推
進

種
別

地
区

訓
練

コ
ー

ス
名

訓
練

施
設

枠
数

利
用

数

支
援

盛
岡

4
/1

3
～

7
/1

2
パ

ソ
コ

ン
会

計
も

学
べ

る
！

簿
記

パ
ソ

コ
ン

事
務

科

有
限

会
社

ノ
ー

テ
ィ

盛
岡

本
宮

校
3

1

委
託

花
巻

5
/2

5
～

8
/2

4
Ｏ

Ａ
実

務
科

有
限

会
社

ノ
ー

テ
ィ

花
巻

星
が

丘
校

5
0

委
託

盛
岡

5
/2

6
～

8
/2

5
Ｏ

Ａ
実

務
科

日
建

学
院

盛
岡

校
5

0

委
託

盛
岡

6
/1

～
8
/3

1
Ｉ

Ｔ
実

務
科

（
ビ

ジ
ネ

ス
実

務
コ

ー
ス

）

有
限

会
社

ノ
ー

テ
ィ

盛
岡

本
宮

校
5

1

委
託

盛
岡

6
/2

1
～

9
/2

0
Ｉ

Ｔ
実

務
科

（
グ

ラ
フ

ィ
ッ

ク
デ

ザ
イ

ン
コ

ー
ス

）

ト
ラ

パ
ン

ツ
コ

ン
テ

ン
ツ

ス
ク

ー
ル

岩
手

校
5

0

委
託

盛
岡

7
/2

7
～

1
0
/2

6
経

理
・

総
務

実
務

科
有

限
会

社
ノ

ー
テ

ィ

盛
岡

本
宮

校
5

0

委
託

花
巻

8
/1

～
1
0
/3

1
経

理
・

総
務

実
務

科
有

限
会

社
ノ

ー
テ

ィ

花
巻

星
が

丘
校

5
0

委
託

盛
岡

9
/6

～
1
2
/5

Ｏ
Ａ

実
務

科
有

限
会

社
ノ

ー
テ

ィ

盛
岡

本
宮

校
5

0

委
託

花
巻

1
0
/3

～
1
2
/1

Ｏ
Ａ

実
務

科
（

短
期

修
得

コ
ー

ス
）

有
限

会
社

ノ
ー

テ
ィ

花
巻

星
が

丘
校

5

委
託

盛
岡

1
0
/3

1
～

1
/3

0
Ｏ

Ａ
実

務
科

ト
ラ

パ
ン

ツ
コ

ン
テ

ン
ツ

ス
ク

ー
ル

岩
手

校
5

委
託

盛
岡

1
1
/1

4
～

2
/1

3
経

理
・

総
務

実
務

科
有

限
会

社
ノ

ー
テ

ィ

盛
岡

本
宮

校
5

支
援

花
巻

1
1
/1

6
～

2
/1

5
パ

ソ
コ

ン
会

計
も

学
べ

る
！

簿
記

パ
ソ

コ
ン

事
務

科

有
限

会
社

ノ
ー

テ
ィ

花
巻

星
が

丘
校

3

委
託

盛
岡

1
2
/7

～
3
/6

Ｏ
Ａ

実
務

科
日

建
学

院
盛

岡
校

5

委
託

花
巻

1
2
/1

3
～

3
/1

2
Ｉ

Ｔ
実

務
科

（
ビ

ジ
ネ

ス
実

務
コ

ー
ス

）

有
限

会
社

ノ
ー

テ
ィ

花
巻

星
が

丘
校

5

委
託

盛
岡

1
2
/2

2
～

3
/2

1
Ｉ

Ｔ
実

務
科

（
グ

ラ
フ

ィ
ッ

ク
デ

ザ
イ

ン
コ

ー
ス

）

ト
ラ

パ
ン

ツ
コ

ン
テ

ン
ツ

ス
ク

ー
ル

岩
手

校
5

令
和

５
年

度
に

お
け

る
託

児
サ

ー
ビ

ス
付

き
訓

練
の

実
施

状
況

（
９

月
末

現
在

）

訓
練

期
間

 開
講

地
区

（
令

和
４

年
度

開
講

）

介
護

福
祉

士
3
ｺｰ

ｽ
/

1
2
名

/
4
名

3
ｺｰ

ｽ
/

1
2
名

/
7
名

盛
岡

2
、

北
上

1

保
育

士
4
ｺｰ

ｽ
/

1
6
名

/
7
名

4
ｺｰ

ｽ
/

1
2
名

/
1
6
名

盛
岡

3
、

一
関

1

情
報

系
2
ｺｰ

ｽ
/

6
名

/
8
名

2
ｺｰ

ｽ
/

4
名

/
3
名

盛
岡

1
、

北
上

1

調
理

師
1
ｺｰ

ｽ
/

2
名

/
2
名

1
ｺｰ

ｽ
/

2
名

/
8
名

盛
岡

1

理
容

師
2
ｺｰ

ｽ
/

4
名

/
2
名

2
ｺｰ

ｽ
/

4
名

/
2
名

花
巻

1
、

一
関

1

美
容

師
4
ｺｰ

ｽ
/

8
名

/
1
2
名

4
ｺｰ

ｽ
/

8
名

/
3
名

盛
岡

1
、

一
関

2
、

花
巻

1

ス
ポ

ー
ツ

ビ
ジ

ネ
ス

1
ｺｰ

ｽ
/

2
名

/
0
名

1
ｺｰ

ｽ
/

2
名

/
1
名

盛
岡

1

 計
1
7
ｺｰ

ｽ
/

5
0
名

/
3
5
名

1
7
ｺｰ

ｽ
/

4
4
名

/
4
0
名

令
和

４
、

５
年

度
に

お
け

る
長

期
高

度
人

材
育

成
コ

ー
ス

の
実

施
状

況

コ
ー

ス
数

 ／
  
定

員
 ／

  
入

校
者

数

（
令

和
５

年
度

開
講

）
（

令
和

４
年

度
開

講
）

 

＜
託

児
サ

ー
ビ

ス
付

き
訓

練
実

施
状

況
＞

※
 令

和
5
年

9
月

末
現

在

＊
令

和
５

年
度

盛
岡

地
区

１
０

コ
ー

ス
託

児
利

用
者

２
名

花
巻

地
区

５
コ

ー
ス

託
児

利
用

者
０

名

＊
令

和
４

年
度

盛
岡

地
区

１
６

コ
ー

ス
託

児
利

用
者

４
名

花
巻

地
区

３
コ

ー
ス

託
児

利
用

者
１

名

1
2



９
ハ
ロ
ー
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
の

認
知
度
向
上
に
向
け
た
周
知
・
広
報

1
3



９
ハ
ロ
ー
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
の
認
知
度
向
上
に
向
け
た
周
知
・
広
報

●
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
で
行
っ
て
い
る
取
組

・
来

所
者

へ
ア

ン
ケ

ー
ト

を
実

施
し

、
実

施
訓

練
に

興
味

を
示

し
た

方
に

対
し

て

の
個

別
勧

奨
、

D
M

の
送

付

・
職

業
訓

練
説

明
会

、
訓

練
体

験
型

説
明

会
、

施
設

見
学

会
の

開
催

・
所

内
掲

示
板

、
モ

ニ
タ

ー
な

ど
を

利
用

し
た

周
知

・
広

報

・
地

域
の

広
報

誌
を

利
用

し
た

周
知

・
各

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

で
発

行
し

て
い

る
週

間
求

人
情

報
へ

の
掲

載

・
求

職
者

マ
イ

ペ
ー

ジ
を

利
用

し
た

周
知

・
地

域
の

Ｆ
Ｍ

ラ
ジ

オ
（

北
上

所
）

や
ケ

ー
ブ

ル
テ

レ
ビ

（
一

関
所

）

を
利

用
し

た
広

報

モ
ニ

タ
ー

を
利

用
し

た
周

知
の

例
（

左
：

花
巻

所
右

：
大

船
渡

所

所
内

掲
示

版
な

ど
を

利
用

し
た

周
知

の
例

（
左

：
遠

野
所

右
：

大
船

渡
所

）

地
域

の
広

報
誌

を
利

用
し

た
周

知
の

例
（

大
船

渡
所

）

訓
練

説
明

会
の

実
施

例
（

二
戸

所
）

1
4



９
ハ
ロ
ー
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
の
認
知
度
向
上
に
向
け
た
周
知
・
広
報

・
関

係
機

関
の

H
P
へ

周
知

用
バ

ナ
ー

を
掲

載

（
バ

ナ
ー

掲
載

数
1
7
か

所
、

労
働

局
H

P
へ

の
リ

ン
ク

掲
載

数
1
3
か

所
）

・
求

人
情

報
誌

「
B
e
-j

o
b
」

へ
の

掲
載

・
ハ

ロ
ー

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

Ｐ
Ｒ

の
テ

レ
ビ

コ
マ

ー
シ

ャ
ル

の
放

映

・
ポ

ケ
ッ

ト
テ

ィ
ッ

シ
ュ

に
よ

る
広

報

テ
レ

ビ
コ

マ
ー

シ
ャ

ル
の

放
映

例

S
N

S
を

利
用

し
た

周
知

（
左

：
X
（

旧
T
w

it
te

r）
上

：
In

st
a
g
ra

m
）

ポ
ケ

ッ
ト

テ
ィ

ッ
シ

ュ
の

配
架

に
よ

る
広

報

1
5

●
労
働
局
で
行
っ
て
い
る
取
組

・
労

働
局

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

へ
の

掲
載

・
S
N

S
（

In
st

a
g
ra

m
、

X
（

旧
T
w

it
te

r）
）

を
利

用
し

、
訓

練
コ

ー
ス

や

求
職

者
支

援
制

度
な

ど
を

発
信

・
民

放
ラ

ジ
オ

を
利

用
し

た
広

報

・
ポ

ス
タ

ー
を

利
用

し
た

周
知

・
動

画
投

稿
サ

イ
ト

（
Y
o
u
T
u
b
e
）

で
の

広
告

放
映



地
域

リ
ス

キ
リ

ン
グ

推
進

事
業

一
覧

事
業

名
事

業
概

要
対

象
者

予
算

額
（
千

円
）

担
当

室
課

等

(1
)

脱
炭

素
化

推
進

事
業

（
う

ち
エ

コ
ス

タ
ッ

フ
養

成
セ

ミ
ナ

ー
）

地
域

温
暖

化
の

現
状

と
対

策
、

環
境

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

シ
ス

テ
ム

、
事

業
所

に
お

け
る

省
エ

ネ
の

取
組

な
ど

に
係

る
講

義
や

グ
ル

ー
プ

ワ
ー

ク
等

を
内

容
と

す
る

セ
ミ

ナ
ー

を
開

催
し

、
セ

ミ
ナ

ー
修

了
者

を
「
エ

コ
ス

タ
ッ

フ
」
と

し
て

認
定

す
る

も
の

。

【
令

和
５

年
度

の
開

催
（
予

定
）
】

奥
州

会
場

：
７

月
1
9
日

（
定

員
4
0
名

）
釜

石
会

場
：
９

月
８

日
（
定

員
5
0
名

）
盛

岡
会

場
：
1
0
月

2
5
日

（
定

員
5
0
名

）
久

慈
会

場
：
1
1
月

1
4
日

（
定

員
3
0
名

）

脱
炭

素
の

取
組

み
の

中
心

と
な

る
人

材
を

育
成

し
よ

う
と

す
る

事
業

所
の

従
業

員

24
6

(3
/
4
電

気
事

業
会

計
繰

入
金

、
1
/
4
一

般
財

源
)

環
境

生
活

部
環

境
生

活
企

画
室

(2
)

産
業

廃
棄

物
処

理
優

良
事

業
者

育
成

研
修

会
（
基

礎
コ

ー
ス

）
【
産

業
廃

棄
物

適
正

処
理

普
及

・
啓

発
促

進
業

務
】

産
業

廃
棄

物
処

理
の

実
務

や
毎

年
改

正
が

行
わ

れ
る

廃
棄

物
処

理
法

に
対

応
し

て
、

産
業

廃
棄

物
の

適
正

処
理

推
進

の
た

め
、

廃
棄

物
処

理
法

の
法

令
遵

守
等

の
周

知
徹

底
を

図
る

。
民

間
事

業
者

へ
の

委
託

事
業

。
受

講
料

は
無

料
。

■
定

員
1
0
0
名

×
県

内
1
会

場
法

改
正

等
の

廃
棄

物
処

理
法

の
基

礎
事

項
、

産
業

廃
棄

物
処

理
実

務
に

特
化

し
た

内
容

。

岩
手

県
知

事
の

許
可

を
受

け
た

産
業

廃
棄

物
処

理
業

者

77
0

(産
業

廃
棄

物
税

：
5
3
9
、

環
境

保
全

協
力

金
：
1
4
6
、

一
般

財
源

：
8
5
）

環
境

生
活

部
資

源
循

環
推

進
課

(3
)

産
業

廃
棄

物
処

理
優

良
事

業
者

育
成

研
修

会
（
応

用
コ

ー
ス

）
【
産

業
廃

棄
物

適
正

処
理

普
及

・
啓

発
促

進
業

務
】

産
業

廃
棄

物
の

適
正

処
理

の
一

層
の

推
進

を
図

る
た

め
、

廃
棄

物
処

理
法

や
廃

棄
物

の
処

理
技

術
・
実

務
に

つ
い

て
の

研
修

会
を

実
施

し
、

処
理

業
者

の
資

質
向

上
を

図
る

。
民

間
事

業
者

へ
の

委
託

事
業

。
受

講
料

は
無

料
。

■
定

員
3
0
0
名

×
県

内
1
会

場
廃

棄
物

処
理

法
の

通
知

や
そ

の
解

釈
、

規
制

の
変

遷
、

処
理

技
術

の
知

見
な

ど
、

廃
棄

物
処

理
に

係
る

実
務

へ
の

応
用

が
期

待
さ

れ
る

内
容

。

排
出

事
業

者
又

は
産

業
廃

棄
物

処
理

業
者

の
事

前
協

議
に

携
わ

る
者

28
7

(産
業

廃
棄

物
税

：
2
0
1
、

環
境

保
全

協
力

金
：
5
4
、

一
般

財
源

：
3
2
）

環
境

生
活

部
資

源
循

環
推

進
課

(4
)

廃
棄

物
処

理
施

設
等

の
設

置
等

に
係

る
技

術
研

修
会

【
産

業
廃

棄
物

適
正

処
理

普
及

・
啓

発
促

進
業

務
】

循
環

型
地

域
社

会
の

形
成

に
関

す
る

条
例

に
基

づ
く
廃

棄
物

処
理

施
設

等
の

設
置

等
事

前
協

議
に

つ
い

て
は

、
書

類
の

不
備

等
に

よ
り

審
査

及
び

協
議

終
了

ま
で

に
時

間
を

要
し

て
い

る
こ

と
か

ら
、

自
県

内
処

理
の

推
進

に
必

要
な

処
理

施
設

等
の

設
置

等
の

円
滑

化
を

図
る

。
民

間
事

業
者

へ
の

委
託

事
業

。
受

講
料

は
無

料
。

■
定

員
3
0
0
名

×
1
回

(w
e
b)

事
前

協
議

書
の

作
成

方
法

や
条

例
で

定
め

る
施

設
基

準
・
維

持
管

理
基

準
等

に
係

る
内

容
。

排
出

事
業

者
又

は
産

業
廃

棄
物

処
理

業
者

の
事

前
協

議
に

携
わ

る
者

13
4

(産
業

廃
棄

物
税

：
9
4
、

環
境

保
全

協
力

金
：
2
5
、

一
般

財
源

：
1
5
）

環
境

生
活

部
資

源
循

環
推

進
課

１
　

都
道

府
県

実
施

事
業

資料３

1
 /

 8
 ペ

ー
ジ



事
業

名
事

業
概

要
対

象
者

予
算

額
（
千

円
）

担
当

室
課

等

(5
)

排
出

事
業

者
を

対
象

と
し

た
実

務
研

修
会

【
産

業
廃

棄
物

適
正

処
理

普
及

・
啓

発
促

進
業

務
】

廃
棄

物
処

理
法

と
そ

の
関

係
法

令
の

う
ち

、
産

業
廃

棄
物

と
そ

の
処

理
の

委
託

に
関

す
る

規
定

、
適

切
な

委
託

先
の

選
定

に
必

要
な

処
理

業
の

許
可

に
関

す
る

規
定

や
処

理
業

者
が

行
う

処
理

に
関

す
る

規
定

な
ど

の
理

解
を

図
る

。
■

定
員

1
0
0
名

×
県

内
1
会

場
廃

棄
物

管
理

の
実

務
に

係
る

知
識

の
習

熟
が

期
待

さ
れ

る
内

容
。

排
出

事
業

者

65
6

(産
業

廃
棄

物
税

：
4
5
9
、

環
境

保
全

協
力

金
：
1
2
5
、

一
般

財
源

：
7
2
）

環
境

生
活

部
資

源
循

環
推

進
課

(6
)

建
設

業
・
解

体
業

の
た

め
の

産
業

廃
棄

物
適

正
処

理
研

修
会

【
産

業
廃

棄
物

適
正

処
理

普
及

・
啓

発
促

進
業

務
】

排
出

事
業

者
の

多
く
の

割
合

を
建

設
業

・
解

体
業

が
占

め
て

い
る

こ
と

か
ら

、
当

該
業

者
に

特
化

し
た

研
修

を
実

施
し

、
建

設
業

・
解

体
業

に
お

け
る

不
適

正
処

理
の

未
然

防
止

及
び

適
正

処
理

の
推

進
を

図
る

。
■

定
員

1
0
0
名

×
県

内
1
会

場
廃

棄
物

処
理

法
を

は
じ

め
、

建
設

廃
棄

物
処

理
委

託
契

約
書

、
建

設
系

廃
棄

物
マ

ニ
フ

ェ
ス

ト
の

運
用

方
法

等
、

建
設

系
産

業
廃

棄
物

の
適

正
管

理
に

つ
い

て
役

立
つ

基
礎

知
識

と
実

務
の

ポ
イ

ン
ト

に
係

る
内

容
。

建
設

業
・
解

体
業

者

67
1

(産
業

廃
棄

物
税

：
4
7
0
、

環
境

保
全

協
力

金
：
1
2
7
、

一
般

財
源

：
7
4
）

環
境

生
活

部
資

源
循

環
推

進
課

(7
)

電
子

マ
ニ

フ
ェ

ス
ト

導
入

実
務

研
修

会
【
産

業
廃

棄
物

適
正

処
理

普
及

・
啓

発
促

進
業

務
】

電
子

マ
ニ

フ
ェ

ス
ト

は
、

国
に

お
い

て
普

及
率

を
指

標
と

し
て

普
及

拡
大

の
た

め
の

取
組

み
が

行
わ

れ
て

い
る

が
、

本
県

は
全

国
平

均
を

下
回

っ
て

い
る

状
況

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

電
子

マ
ニ

フ
ェ

ス
ト

の
加

入
促

進
を

図
る

。
■

定
員

1
5
名

×
県

内
４

会
場

制
度

の
仕

組
み

や
メ

リ
ッ

ト
、

導
入

に
必

要
な

も
の

、
導

入
に

当
た

っ
て

の
手

続
き

等
に

係
る

内
容

。
※

シ
ス

テ
ム

の
操

作
体

験
を

含
む

。

電
子

マ
ニ

フ
ェ

ス
ト

に
未

加
入

の
排

出
事

業
者

及
び

産
業

廃
棄

物
処

理
業

者

96
8

(産
業

廃
棄

物
税

：
6
7
8
、

環
境

保
全

協
力

金
：
1
8
4
、

一
般

財
源

：
1
0
6
）

環
境

生
活

部
資

源
循

環
推

進
課

(8
)

も
の

づ
く
り

・
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
融

合
技

術
者

養
成

事
業

・
県

立
大

学
が

実
施

す
る

、
県

内
の

学
生

や
社

会
人

を
対

象
と

す
る

「
も

の
づ

く
り

と
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
の

融
合

技
術

者
の

養
成

事
業

」
に

要
す

る
経

費
に

対
し

て
補

助
・
　

岩
手

県
立

大
学

が
管

理
運

営
す

る
「
い

わ
て

も
の

づ
く
り

・
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
融

合
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
セ

ン
タ

ー
（
i-

M
O

S
）
」
に

お
い

て
、

今
後

の
高

付
加

価
値

・
高

効
率

型
も

の
づ

く
り

や
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
開

発
等

に
不

可
欠

な
先

端
技

術
を

テ
ー

マ
と

し
、

実
機

を
用

い
た

実
習

を
メ

イ
ン

と
し

た
講

習
会

を
開

催

県
内

の
学

生
や

社
会

人

66
0

商
工

労
働

観
光

部
も

の
づ

く
り

自
動

車
産

業
振

興
室

2
 /

 8
 ペ

ー
ジ



事
業

名
事

業
概

要
対

象
者

予
算

額
（
千

円
）

担
当

室
課

等

(9
)

北
上

川
バ

レ
ー

D
X
推

進
・
高

度
人

材
確

保
促

進
事

業
費

（
う

ち
医

療
機

器
等

開
発

人
材

育
成

事
業

）

医
療

機
器

等
関

連
産

業
に

必
要

不
可

欠
な

IS
O

1
3
4
8
5
、

薬
機

法
及

び
知

財
の

専
門

知
識

を
有

す
る

高
度

技
術

人
材

の
育

成
を

行
う

こ
と

を
目

的
と

し
た

民
間

事
業

者
へ

の
委

託
事

業

１
　

IS
O

1
3
4
5
8
5
認

証
取

得
支

援
（
セ

ミ
ナ

ー
・
講

演
会

：
年

２
回

以
上

開
催

）
２

　
薬

機
法

情
報

取
得

支
援

（
セ

ミ
ナ

ー
・
講

演
会

：
年

２
回

以
上

開
催

）
３

　
医

療
機

器
等

関
連

遺
品

知
財

取
得

支
援

（
セ

ミ
ナ

ー
・
講

演
会

：
年

２
回

以
上

開
催

）

県
内

も
の

づ
く
り

企
業

の
経

営
者

や
従

業
員

、
い

わ
て

医
療

機
器

事
業

化
研

究
会

の
会

員

1,
67

0

商
工

労
働

観
光

部
も

の
づ

く
り

自
動

車
産

業
振

興
室

(1
0
)

北
上

川
バ

レ
ー

D
X
推

進
・
高

度
人

材
確

保
促

進
事

業
費

（
う

ち
次

世
代

モ
ビ

リ
テ

ィ
社

会
を

担
う

高
度

自
動

車
関

連
技

術
者

育
成

事
業

）

北
上

川
流

域
の

中
核

産
業

の
さ

ら
な

る
成

長
促

進
に

向
け

、
次

世
代

モ
ビ

リ
テ

ィ
な

ど
専

門
知

識
を

持
つ

デ
ジ

タ
ル

化
推

進
人

材
の

育
成

を
支

援
１

　
次

世
代

モ
ビ

リ
テ

ィ
ラ

ボ
　

　
県

内
も

の
づ

く
り

企
業

の
従

業
員

、
大

学
生

等
を

対
象

と
し

て
、

次
世

代
モ

ビ
リ

テ
ィ

な
ど

専
門

知
識

を
持

つ
デ

ジ
タ

ル
化

推
進

人
材

の
育

成
を

支
援

２
　

次
世

代
モ

ビ
リ

テ
ィ

カ
レ

ッ
ジ

　
　

県
内

高
専

生
、

大
学

生
等

を
対

象
と

し
て

、
自

動
車

関
連

高
度

技
術

者
を

養
成

す
る

た
め

、
応

用
的

・
実

践
的

な
事

項
を

習
得

さ
せ

る
も

の
。

（
一

関
高

専
で

4
0
時

間
程

度
、

実
習

及
び

座
学

を
実

施
）

３
　

次
世

代
モ

ビ
リ

テ
ィ

ハ
イ

ス
ク

ー
ル

　
　

県
内

高
校

生
、

工
業

高
校

生
を

対
象

と
し

て
、

自
動

車
関

連
高

度
技

術
者

を
育

成
す

る
た

め
の

基
礎

講
座

を
実

施
す

る
も

の
。

（
県

内
５

校
で

実
習

及
び

座
学

を
実

施
）

県
内

も
の

づ
く
り

企
業

の
従

業
員

、
大

学
生

、
高

専
生

、
高

校
生

等

5,
56

7

商
工

労
働

観
光

部
も

の
づ

く
り

自
動

車
産

業
振

興
室

(1
1
)

北
上

川
バ

レ
ー

D
X
推

進
・
高

度
人

材
確

保
促

進
事

業
費

（
う

ち
デ

ジ
タ

ル
化

推
進

人
材

育
成

推
進

事
業

）

本
県

の
中

小
企

業
の

デ
ジ

タ
ル

化
支

援
体

制
を

強
化

す
る

た
め

、
IT

に
関

す
る

知
識

や
本

県
の

中
小

企
業

の
デ

ジ
タ

ル
化

の
状

況
、

課
題

等
に

つ
い

て
経

営
指

導
担

当
職

員
を

対
象

に
研

修
を

実
施

。
ま

た
、

本
県

の
高

度
IT

人
材

育
成

を
促

進
す

る
た

め
に

、
IT

企
業

や
デ

ジ
タ

ル
化

に
取

り
組

む
中

小
企

業
等

を
対

象
に

研
修

を
実

施
。

１
　

商
工

団
体

等
向

け
研

修
（
デ

ジ
タ

ル
化

支
援

知
識

・
基

礎
講

座
：
５

回
、

応
用

講
座

：
４

回
）

２
　

IT
企

業
等

向
け

研
修

　
（
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
マ

ネ
ー

ジ
ャ

ー
育

成
基

礎
講

座
：
１

回
、

応
用

講
座

：
１

回
、

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

A
I基

礎
知

識
講

座
：
１

回
）

県
内

商
工

団
体

の
経

営
指

導
担

当
職

員
、

IT
企

業
・
デ

ジ
タ

ル
化

に
取

り
組

む
中

小
企

業
の

経
営

者
や

従
業

員

4,
01

1

商
工

労
働

観
光

部
も

の
づ

く
り

自
動

車
産

業
振

興
室

(1
2
)

い
わ

て
水

産
ア

カ
デ

ミ
ー

運
営

支
援

事
業

漁
業

就
業

希
望

者
を

地
域

内
外

か
ら

確
保

し
、

地
域

漁
業

を
リ

ー
ド

す
る

担
い

手
と

し
て

育
成

す
る

こ
と

を
目

的
に

設
立

さ
れ

た
漁

業
研

修
機

関
で

あ
り

、
漁

業
へ

の
就

業
に

必
要

な
知

識
や

実
践

的
な

技
術

を
習

得
で

き
る

ほ
か

、
小

型
船

舶
操

縦
士

等
の

免
許

取
得

を
可

能
と

し
た

岩
手

県
独

自
の

研
修

プ
ロ

グ
ラ

ム
。

県
は

運
営

費
の

1
/
3
を

負
担

。
受

講
料

は
1
1
8
,8

0
0

円
/
人

。
(1

)　
実

践
研

修
　

漁
業

就
業

を
希

望
す

る
市

町
村

に
居

住
し

、
指

導
漁

業
者

の
下

で
実

際
の

漁
業

現
場

に
お

い
て

漁
労

技
術

を
習

得
（
４

月
～

翌
年

３
月

）
。

(2
)　

集
合

研
修

　
漁

業
就

業
に

必
要

な
基

礎
知

識
や

技
術

、
漁

業
経

営
に

必
要

な
高

度
な

知
識

（
IC

T
の

活
用

、
６

次
産

業
化

、
水

産
加

工
等

）
の

習
得

及
び

免
許

・
資

格
（
二

級
小

型
船

舶
操

縦
士

、
第

二
級

海
上

特
殊

無
線

技
士

）
の

取
得

（
年

７
回

、
概

ね
各

４
日

間
）
。

研
修

中
か

ら
岩

手
県

内
に

居
住

し
、

研
修

終
了

後
も

引
き

続
き

県
内

に
定

住
し

て
漁

業
に

就
業

さ
れ

る
方

。
ま

た
は

、
岩

手
県

内
で

漁
業

就
業

し
て

い
る

方
の

う
ち

、
漁

業
の

知
識

や
技

術
を

習
得

し
、

漁
業

経
営

の
安

定
・
拡

大
を

図
る

意
思

の
あ

る
方

。
（
集

合
研

修
の

一
部

の
講

義
は

研
修

生
以

外
も

聴
講

可
能

。
）

3,
35

5

（
一

般
財

源
）

農
林

水
産

部
水

産
振

興
課

3
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事
業

名
事

業
概

要
対

象
者

予
算

額
（
千

円
）

担
当

室
課

等

(1
3
)

い
わ

て
ア

グ
リ

フ
ロ

ン
テ

ィ
ア

ス
ク

ー
ル

運
営

協
議

会
負

担
金

本
県

農
業

を
け

ん
引

す
る

先
進

的
な

経
営

体
を

育
成

す
る

た
め

、
岩

手
大

学
及

び
生

産
者

団
体

と
連

携
し

、
財

務
・
労

務
や

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ
等

を
総

合
的

に
研

修
す

る
「
い

わ
て

ア
グ

リ
フ

ロ
ン

テ
ィ

ア
ス

ク
ー

ル
」
を

開
設

す
る

と
と

も
に

、
修

了
生

を
対

象
と

し
た

実
践

講
座

「
ア

グ
リ

管
理

士
キ

ャ
リ

ア
ア

ッ
プ

プ
ロ

グ
ラ

ム
」
を

実
施

(1
)　

い
わ

て
ア

グ
リ

フ
ロ

ン
テ

ィ
ア

ス
ク

ー
ル

　
県

内
の

農
業

経
営

者
等

を
対

象
に

、
農

業
経

営
科

目
群

、
６

次
産

業
科

目
群

、
農

村
地

域
活

動
科

目
群

の
実

践
的

な
講

義
・
研

修
を

実
施

（
開

催
期

間
：
５

月
～

２
月

、
月

３
回

程
度

）
(2

)　
ア

グ
リ

管
理

士
キ

ャ
リ

ア
ア

ッ
プ

プ
ロ

グ
ラ

ム
　

ア
グ

リ
管

理
士

が
、

戦
略

計
画

の
実

践
の

中
で

新
た

に
生

じ
た

課
題

等
を

解
決

す
る

た
め

、
グ

ル
ー

プ
を

結
成

し
て

、
主

体
的

に
講

義
・
演

習
や

実
習

を
計

画
・
実

践
す

る
取

組
を

支
援

農
業

者

3,
50

0

（
一

般
財

源
）

農
林

水
産

部
農

業
振

興
課

(1
4
)

建
設

業
総

合
対

策
事

業
　

岩
手

県
内

の
建

設
業

を
営

む
企

業
が

行
う

経
営

革
新

等
の

取
組

を
支

援
す

る
も

の
。

　
〇

経
営

革
新

講
座

の
開

催
（
3
0
～

5
0
名

×
６

回
程

度
）

　
　

県
内

建
設

企
業

の
経

営
基

盤
や

経
営

革
新

等
へ

の
取

組
を

支
援

す
る

た
め

、
経

営
力

強
化

や
人

材
育

成
等

を
　

　
テ

ー
マ

と
す

る
研

修
会

（
経

営
者

、
管

理
者

、
技

術
者

を
対

象
）
の

開
催 　

〇
経

営
革

新
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
の

派
遣

　
　

経
営

改
善

に
向

け
た

取
組

を
実

施
す

る
際

、
企

業
の

ニ
ー

ズ
に

応
じ

て
、

専
門

的
知

見
を

有
す

る
専

門
家

の
派

　
　

遣
に

要
す

る
費

用
を

助
成

　
〇

建
設

業
イ

メ
ー

ジ
ア

ッ
プ

事
業

（
女

性
活

躍
支

援
事

業
）
（
3
0
名

×
２

回
程

度
）

　
　

女
性

が
働

き
や

す
い

職
場

環
境

を
サ

ポ
ー

ト
す

る
た

め
、

女
性

の
連

携
機

会
を

確
保

で
き

る
よ

う
な

研
修

会
や

　
　

現
場

見
学

会
の

開
催

等
に

要
す

る
経

費
に

対
す

る
助

成

建
設

業
者

等

9,
44

6

（
う

ち
リ

ス
キ

リ
ン

グ
対

象
分

：
3
,1

8
9
千

円
）

県
土

整
備

部
建

設
技

術
振

興
課

(1
5
)

建
設

D
Ⅹ

推
進

事
業

費
補

助
金

　
県

内
建

設
企

業
に

お
け

る
働

き
方

改
革

と
と

も
に

、
現

場
の

効
率

化
や

安
全

性
に

つ
い

て
一

層
の

向
上

が
求

め
ら

れ
て

お
り

、
そ

れ
に

対
応

す
る

デ
ジ

タ
ル

技
術

の
導

入
や

、
デ

ジ
タ

ル
技

術
を

活
用

で
き

る
人

材
を

育
成

す
る

建
設

企
業

の
取

組
を

支
援

す
る

も
の

。
〇

建
設

D
Ⅹ

人
材

育
成

支
援

事
業

（
技

術
取

得
に

係
る

講
習

会
費

用
へ

の
補

助
【
予

算
枠

：
＠

5
0
千

円
×

1
0

件
】
）

　
IC

T
技

術
取

得
に

係
る

講
習

会
を

受
講

す
る

場
合

に
要

す
る

経
費

に
対

す
る

支
援

（
IC

T
建

機
等

の
操

作
研

修
会

の
開

催
に

要
す

る
費

用
に

対
す

る
補

助
【
上

限
額

：
1
,0

0
0
千

円
】
）

　
岩

手
県

建
設

業
協

会
経

営
支

援
セ

ン
タ

ー
が

開
催

す
る

操
作

研
修

会
に

要
す

る
経

費
に

対
す

る
支

援

建
設

業
者

等
、

法
人

（
建

設
業

協
会

）

14
,0

00

（
う

ち
リ

ス
キ

リ
ン

グ
対

象
分

：
1
,5

0
0
千

円
）

県
土

整
備

部
建

設
技

術
振

興
課

(1
6
)

盛
岡

広
域

若
年

者
県

内
就

業
促

進
事

業
〇

　
キ

ャ
リ

ア
教

育
高

大
連

携
授

業
や

県
内

企
業

見
学

へ
の

高
校

生
等

の
参

加
支

援

県
内

就
業

へ
の

意
識

醸
成

を
図

る
キ

ャ
リ

ア
教

育
の

一
環

と
し

て
実

施
す

る
、

高
大

連
携

授
業

（
広

域
振

興
事

業
）
や

県
内

企
業

見
学

へ
の

高
校

生
の

参
加

支
援

を
す

る
と

と
も

に
、

高
校

生
向

け
企

業
見

学
に

他
企

業
の

参
加

機
会

を
設

け
、

企
業

説
明

の
仕

方
や

交
流

の
持

ち
方

な
ど

を
見

学
し

、
企

業
に

お
け

る
見

学
受

入
れ

ノ
ウ

ハ
ウ

や
プ

レ
ゼ

ン
ス

キ
ル

の
向

上
に

繋
げ

る
も

の
。

高
校

生
、

県
内

企
業

62
8

（
地

域
経

営
推

進
費

）
盛

岡
広

域
振

興
局

経
営

企
画

部

4
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事
業

名
事

業
概

要
対

象
者

予
算

額
（
千

円
）

担
当

室
課

等

(1
7
)

盛
岡

地
域

ス
マ

ー
ト

農
業

技
術

普
及

促
進

事
業

〇
　

施
設

園
芸

に
お

け
る

低
コ

ス
ト

環
境

制
御

技
術

の
普

及
推

進

果
菜

類
の

収
量

向
上

に
有

効
な

低
コ

ス
ト

環
境

制
御

技
術

を
普

及
す

る
た

め
に

、
低

コ
ス

ト
環

境
制

御
技

術
の

効
果

を
伝

達
す

る
導

入
効

果
検

討
会

を
開

催
す

る
も

の
。

ま
た

、
 先

駆
的

に
技

術
を

導
入

し
た

経
営

体
自

ら
が

効
果

を
情

報
発

信
す

る
こ

と
に

よ
り

技
術

の
普

及
へ

つ
な

げ
る

た
め

、
「
盛

岡
地

域
環

境
制

御
技

術
研

究
会

」
と

連
携

し
、

実
施

す
る

も
の

。

盛
岡

管
内

の
園

芸
経

営
体

82

（
地

域
経

営
推

進
費

）
盛

岡
広

域
振

興
局

経
営

企
画

部

(1
8
)

盛
岡

地
域

ス
マ

ー
ト

農
業

技
術

普
及

促
進

事
業

〇
　

畜
産

分
野

に
お

け
る

省
力

化
技

術
の

普
及

推
進

公
共

牧
場

の
看

視
人

の
高

齢
化

や
担

い
手

不
足

の
解

決
に

向
け

、
放

牧
監

視
シ

ス
テ

ム
の

省
力

効
果

を
実

証
す

る
と

と
も

に
研

修
会

等
で

技
術

普
及

に
向

け
た

情
報

提
供

を
行

う
も

の
。

盛
岡

管
内

の
畜

産
経

営
体

99
5

（
地

域
経

営
推

進
費

）
盛

岡
広

域
振

興
局

経
営

企
画

部

(1
9
)

切
花

り
ん

ど
う

出
荷

調
整

作
業

省
力

化
技

術
実

証
事

業
〇

　
り

ん
ど

う
選

別
機

の
産

地
全

体
へ

の
普

及
・

導
入

に
向

け
た

研
修

会

J
A

 新
い

わ
て

八
幡

平
花

き
生

産
部

会
で

は
、

近
年

、
担

い
手

の
高

齢
化

に
よ

り
、

労
働

時
間

の
多

く
を

占
め

る
り

ん
ど

う
出

荷
前

の
選

別
調

製
作

業
の

労
力

負
担

が
課

題
と

な
っ

て
お

り
、

栽
培

面
積

や
出

荷
本

数
の

減
少

が
危

惧
さ

れ
て

い
る

。
そ

こ
で

、
A

I（
人

工
知

能
）
を

搭
載

し
た

自
動

選
別

機
に

よ
る

作
業

省
力

化
の

現
地

実
証

を
実

施
し

、
選

別
機

を
産

地
へ

円
滑

に
普

及
さ

せ
る

た
め

に
研

修
会

を
開

催
す

る
も

の
。

⑴
　

り
ん

ど
う

自
動

選
別

機
を

導
入

し
た

体
系

に
つ

い
て

の
検

討
会

（
３

回
）
⑵

　
生

産
部

会
り

ん
ど

う
専

門
部

を
対

象
と

し
た

技
術

研
修

会
（
１

回
）

切
花

り
ん

ど
う

生
産

者
（
J
A

 新
い

わ
て

八
幡

平
花

き
生

産
部

会
）

0

（
地

域
経

営
推

進
費

）
盛

岡
広

域
振

興
局

経
営

企
画

部

(2
0
)

林
業

担
い

手
確

保
対

策
事

業
〇

　
新

規
就

業
者

確
保

対
策

安
全

講
習

及
び

競
技

会
を

通
じ

て
、

若
手

林
業

従
事

者
の

作
業

技
術

の
向

上
及

び
安

全
作

業
に

対
す

る
意

識
醸

成
を

図
る

と
と

も
に

参
加

者
同

士
の

交
流

を
促

進
す

る
も

の
。

1
2
月

開
催

予
定

。

盛
岡

管
内

を
事

業
区

域
に

し
て

い
る

若
手

林
業

従
事

者

34
7

（
地

域
経

営
推

進
費

）
盛

岡
広

域
振

興
局

経
営

企
画

部

(2
1
)

も
り

お
か

原
木

し
い

た
け

産
地

再
生

対
策

事
業

〇
　

栽
培

技
術

の
向

上
対

策
原

木
し

い
た

け
の

単
位

収
量

の
向

上
と

品
質

確
保

の
両

立
を

可
能

と
す

る
栽

培
技

術
の

向
上

を
目

的
に

、
高

品
質

の
乾

し
い

た
け

を
生

産
し

て
い

る
生

産
者

を
講

師
と

し
た

勉
強

会
等

を
開

催
す

る
も

の
。

原
木

し
い

た
け

生
産

者
等

96

（
地

域
経

営
推

進
費

）
盛

岡
広

域
振

興
局

経
営

企
画

部
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事
業

名
事

業
概

要
対

象
者

予
算

額
（
千

円
）

担
当

室
課

等

(2
2
)

先
端

技
術

の
導

入
促

進
〇

　
水

稲
に

お
け

る
ス

マ
ー

ト
農

業
技

術
の

普
及

促
進

生
産

性
や

省
力

化
の

大
幅

な
向

上
が

期
待

で
き

る
IC

T
や

ロ
ボ

ッ
ト

技
術

を
活

用
し

た
ス

マ
ー

ト
農

業
の

実
現

に
向

け
、

各
種

技
術

の
実

証
展

示
を

通
じ

、
生

産
現

場
へ

の
普

及
拡

大
を

進
め

る
と

と
も

に
、

生
産

性
の

向
上

や
経

営
の

高
度

化
を

促
進

す
る

。
⑴

　
自

動
水

管
理

シ
ス

テ
ム

の
実

証
展

示
（
現

地
実

証
、

導
入

効
果

検
証

）
⑵

　
銀

河
の

し
ず

く
生

産
者

マ
イ

ス
タ

ー
を

対
象

と
し

た
、

自
動

水
管

理
シ

ス
テ

ム
の

普
及

に
向

け
た

技
術

研
修

会

盛
岡

管
内

の
稲

作
経

営
体

1,
42

5

（
み

ら
い

も
り

お
か

D
X
事

業
費

）
盛

岡
広

域
振

興
局

経
営

企
画

部

(2
3
)

先
端

技
術

の
導

入
促

進
〇

　
畜

産
分

野
に

お
け

る
先

端
技

術
の

普
及

推
進

生
産

性
や

省
力

化
の

大
幅

な
向

上
が

期
待

で
き

る
IC

T
や

ロ
ボ

ッ
ト

技
術

を
活

用
し

た
ス

マ
ー

ト
農

業
の

実
現

に
向

け
、

各
種

技
術

の
実

証
展

示
を

通
じ

、
生

産
現

場
へ

の
普

及
拡

大
を

進
め

る
と

と
も

に
、

生
産

性
の

向
上

や
経

営
の

高
度

化
を

促
進

す
る

。
⑴

　
非

接
触

型
分

娩
検

知
シ

ス
テ

ム
「
牛

わ
か

」
の

黒
毛

和
牛

種
で

の
実

証
展

示
⑵

　
生

産
者

を
対

象
と

し
た

効
率

的
な

利
用

方
法

の
検

討
及

び
研

修
会

の
開

催

畜
産

経
営

体
等

64
4

（
み

ら
い

も
り

お
か

D
X
事

業
費

）
盛

岡
広

域
振

興
局

経
営

企
画

部

(2
4
)

広
域

周
遊

観
光

推
進

事
業

〇
　

宿
泊

施
設

事
業

再
構

築
・
業

績
回

復
支

援
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
の

影
響

に
よ

る
宿

泊
者

数
の

減
少

や
旅

行
形

態
の

変
化

に
よ

る
売

上
減

少
、

厳
し

い
経

営
環

境
下

に
あ

る
宿

泊
事

業
者

を
対

象
に

、
事

業
再

構
築

・
業

績
回

復
に

向
け

、
旅

行
形

態
や

消
費

者
ニ

ー
ズ

の
変

化
に

対
応

す
る

た
め

の
セ

ミ
ナ

ー
を

開
催

す
る

も
の

。

宿
泊

事
業

者

11
5

（
も

り
お

か
広

域
連

携
観

光
推

進
・
食

・
工

芸
産

業
販

路
拡

大
支

援
事

業
費

）

盛
岡

広
域

振
興

局
経

営
企

画
部

(2
5
)

食
・
工

芸
産

業
販

路
拡

大
支

援
事

業
〇

　
食

・
工

芸
事

業
者

商
談

ス
キ

ル
向

上
支

援
管

内
の

食
産

業
・
工

芸
産

業
事

業
者

の
販

路
拡

大
や

売
上

向
上

に
つ

な
げ

る
た

め
、

商
談

ス
キ

ル
向

上
等

を
目

的
と

し
た

セ
ミ

ナ
ー

を
開

催
す

る
も

の
。

食
産

業
・
工

芸
産

業
事

業
者

13
2

（
も

り
お

か
広

域
連

携
観

光
推

進
・
食

・
工

芸
産

業
販

路
拡

大
支

援
事

業
費

）

盛
岡

広
域

振
興

局
経

営
企

画
部

(2
6
)

も
の

づ
く
り

人
材

育
成

講
座

地
場

企
業

の
競

争
力

・
生

産
技

術
向

上
を

目
的

と
し

た
対

象
別

・
分

野
別

の
体

系
的

研
修

・
講

座
の

実
施

。
■

基
礎

技
能

向
上

（
集

合
型

研
修

）
　

・
制

御
機

器
入

門
講

座
（
定

員
８

名
）

　
・
コ

ン
ト

ロ
ー

ラ
基

礎
講

座
（
定

員
８

名
）

　
・
シ

ー
ケ

ン
サ

入
門

講
座

（
定

員
1
0
名

）
　

・
シ

ー
ケ

ン
サ

プ
ロ

グ
ラ

ミ
ン

グ
基

礎
講

座
（
定

員
1
0
名

）
　

・
機

械
保

全
講

座
（
定

員
1
0
名

）
■

中
核

人
材

育
成

（
集

合
型

研
修

）
　

・
T
W

Iー
J
I講

座
（
定

員
1
0
名

）
　

・
T
W

Iー
J
R

講
座

（
定

員
1
0
名

）
　

・
原

価
入

門
講

座
（
定

員
3
0
名

）
　

・
IT

技
術

者
養

成
講

座
（
初

級
編

）
（
定

員
1
0
名

）
　

・
IT

技
術

者
養

成
講

座
（
中

級
編

）
（
定

員
1
0
名

）
■

個
別

課
題

解
決

（
オ

ー
ダ

ー
メ

イ
ド

研
修

）
　

５
社

管
内

企
業

の
従

業
員

1,
17

5

県
南

広
域

振
興

局
経

営
企

画
部
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事
業

名
事

業
概

要
対

象
者

予
算

額
（
千

円
）

担
当

室
課

等

(2
7
)

D
X
推

進
支

援
事

業
管

内
企

業
の

Io
T
や

A
Iの

導
入

、
デ

ジ
タ

ル
化

に
よ

る
D

X
推

進
の

取
組

を
支

援
す

る
た

め
の

セ
ミ

ナ
ー

や
個

別
支

援
の

実
施

。
民

間
事

業
者

へ
の

委
託

事
業

。
■

D
X
推

進
セ

ミ
ナ

ー
（
仮

）
（
3
0
社

程
度

）
■

D
X
推

進
希

望
企

業
に

よ
る

個
別

支
援

（
２

～
３

社
程

度
）

管
内

企
業

の
従

業
員

53
6

県
南

広
域

振
興

局
経

営
企

画
部

(2
8
)

D
X
勉

強
会

（
仮

）
管

内
企

業
の

生
産

性
向

上
及

び
競

争
力

強
化

を
図

る
た

め
、

D
X
に

係
る

基
本

事
項

を
学

ぶ
と

と
も

に
、

企
業

同
士

の
情

報
共

有
を

行
う

勉
強

会
の

実
施

。
■

D
X
勉

強
会

（
仮

）
（
1
5
名

程
度

）
・
講

演
・
事

例
紹

介
・
意

見
交

換
会

管
内

企
業

の
従

業
員

59
6

県
南

広
域

振
興

局
経

営
企

画
部
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事
業

名
事

業
概

要
対

象
者

予
算

額
（
千

円
）

担
当

室
課

等

２
　

市
町

村
事

業
実

施
計

画

事
業

名
事

業
概

要
対

象
者

予
算

額
（
千

円
）

担
当

室
課

等

(1
)

一
戸

町
企

業
支

援
事

業
補

助
金

（
一

戸
町

）
人

材
育

成
支

援
と

し
て

、
研

修
費

用
の

補
助

を
行

う
も

の
。

補
助

率
は

補
助

対
象

経
費

の
３

分
の

２
と

し
、

3
0
0
千

円
を

上
限

と
す

る
。

・
謝

金
…

…
外

部
講

師
へ

の
謝

礼
金

・
旅

費
…

…
研

修
参

加
に

か
か

る
移

動
費

及
び

宿
泊

費
　

　
　

　
　

外
部

講
師

の
移

動
費

及
び

宿
泊

費
・
研

修
費

…
…

研
修

の
参

加
受

講
費

外
部

講
師

に
よ

る
社

内
研

修
や

外
部

機
関

が
実

施
す

る
研

修
等

の
受

講
に

か
か

る
費

用
の

一
部

を
補

助

1,
50

0

（
過

疎
地

域
持

続
的

発
展

特
別

事
業

基
金

繰
入

金
）

産
業

部
商

工
課

(2
)

新
規

雇
用

研
修

費
補

助
金

（
岩

手
町

）
新

規
雇

用
者

の
能

力
拡

大
を

図
る

た
め

、
資

格
取

得
及

び
研

修
に

係
る

費
用

の
一

部
を

事
業

主
に

補
助

。
対

象
経

費
の

1
/
3
の

補
助

と
し

、
一

人
当

た
り

上
限

5
万

円
、

1
事

業
者

当
た

り
1
5
万

円
を

上
限

。
（
過

疎
地

域
持

続
的

発
展

特
別

事
業

）

新
規

に
雇

用
を

行
っ

た
事

業
者

50

企
画

商
工

課

(3
)

北
上

市
も

の
づ

く
り

生
産

性
向

上
人

材
育

成
支

援
補

助
金

（
北

上
市

）
○

補
助

率
　

２
分

の
１

（
上

限
５

万
円

・
１

会
計

年
度

中
）

○
募

集
期

間
　

令
和

５
年

４
月

３
日

～
（
予

算
上

限
に

達
す

る
ま

で
）

○
対

象
事

業
　

補
助

対
象

者
が

従
業

員
（
役

員
及

び
個

人
事

業
主

を
含

み
、

市
内

に
勤

務
す

る
も

の
に

限
る

。
）
に

受
講

さ
せ

る
公

的
支

援
機

関
が

行
う

セ
ミ

ナ
ー

で
あ

っ
て

、
次

に
掲

げ
る

も
の

を
テ

ー
マ

と
す

る
も

の
。

・
経

営
企

画
、

財
務

分
析

又
は

販
売

若
し

く
は

営
業

力
の

向
上

に
関

す
る

も
の

・
生

産
管

理
又

は
生

産
技

術
に

関
す

る
も

の

市
内

に
事

業
を

有
す

る
も

の
づ

く
り

中
小

企
業

者

20
0

（
一

般
財

源
1
0
/
1
0
）

商
工

部
産

業
雇

用
支

援
課

(4
)

花
巻

市
企

業
競

争
力

強
化

支
援

事
業

補
助

金
【
補

助
事

業
：
リ

ス
キ

リ
ン

グ
（
人

材
育

成
）
事

業
】

（
花

巻
市

）

花
巻

市
企

業
競

争
力

強
化

支
援

事
業

補
助

金
の

補
助

事
業

の
一

つ
に

「
リ

ス
キ

リ
ン

グ
（
人

材
育

成
）
」
を

設
定

し
、

外
部

研
修

機
関

に
よ

る
研

修
受

講
又

は
資

格
取

得
等

に
要

す
る

経
費

（
検

定
料

、
旅

費
を

含
む

。
但

し
、

第
一

種
免

許
の

う
ち

、
普

通
免

許
及

び
二

輪
免

許
に

つ
い

て
は

除
く
。

）
を

補
助

。
■

補
助

金
額

（
補

助
率

・
限

度
額

）
　

2
分

の
1
以

内
・
2
5
万

円

市
内

に
事

業
所

を
有

す
る

中
小

企
業

者
（
中

小
企

業
基

本
法

第
２

条
に

規
定

す
る

中
小

企
業

者
若

し
く
は

同
条

第
１

項
第

３
号

に
規

定
す

る
中

小
企

業
者

と
同

規
模

の
医

療
法

人
又

は
社

会
福

祉
法

人
で

、
市

内
に

事
業

所
を

有
す

る
者

。
）
又

は
市

内
中

小
企

業
等
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資料４ 

令和５年度岩手県地域職業訓練実施計画の変更について 

 

令和５年３月１日付で策定した「令和５年度岩手県地域職業訓練実施計画」

について、下記の事項の変更が生じましたので、進達いたします。 

 

記 

 

 １．変更する項目 

    ４ 計画期間中の公的職業訓練の対象者数等 

    （４）障がい者等に対する公共職業訓練 

 

 ２．変更内容 

    各施設の延定員数 

     ・産業技術短期大学校本校  ２２人から１２人に変更 

     ・産業技術短期大学校水沢校 １１人から ９人に変更 

     ・宮古高等技術専門校    １１人から ９人に変更 

・   合  計       ４４人から３０人に変更 

 

 ３．変更理由 

    厚生労働省に要求した延定員数で計画を策定したため 
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令和５年度岩手県地域職業訓練実施計画（変更案） 

 

令 和 ５ 年 ３ 月 １ 日  

 
岩 手 県 
岩 手 労 働 局 

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構岩手支部 

 

１ 総説 
（１）計画のねらい 

この計画は、職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）に基づき実施する公共職業訓練（離

職者訓練、在職者訓練、学卒者訓練、障がい者等に対する訓練）及び職業訓練の実施等による

特定求職者の就職の支援に関する法律（平成23年法律第47号。以下「支援法」という。）第２

条に規定する特定求職者（以下「特定求職者」という。）に対する支援法第４条第１項の規定

により厚生労働大臣の認定を受けた職業訓練（以下「求職者支援訓練」という。）について、

国及び岩手県が一体となって、地域の職業訓練ニーズを踏まえた職業訓練受講の機会を十分に

確保し、実施するための必要な事項を定めたものである。 

 
（２）計画期間 

   計画期間は、令和５年４月１日から令和６年３月31日までとする。 

 
（３）計画の改定 

   この計画は、職業訓練の実施状況等を踏まえ、改定する。 

 

２ 労働市場の動向と課題等 
（１）労働市場の動向と課題 

有効求人数は、コロナ禍で大幅に減少していたが、令和４年４月以降、自動車・半導体関連

産業や食料品製造を中心とした製造業のほか、新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受け

てきた宿泊・飲食業、生活関連サービス業など多くの産業で求人数の増加傾向が続いており、

持ち直しの動きに広がりがみられる。 

有効求職者数をみると、経済活動の活発化に伴い、在職者を中心に求職活動意欲に高まりが

みられる一方、事業主都合離職者は落ち着いた状況にあり、コロナ禍における雇用調整助成金

等の各種雇用維持施策の効果が続く中、有効求職者数に大きな動きはみられない。 

そうした状況から、令和４年平均の有効求人倍率（原数値）は 1.34 倍と、令和３年平均の

1.19 倍を上回る状況となるなど、令和元年（コロナ禍前）平均の 1.39 倍までには回復して

いないものの、県内の雇用情勢は緩やかな回復傾向にある。 

しかしながら、新型コロナウイルスの感染再拡大に加え、物価上昇や米欧中経済の減速懸念

など、景気を下押しさせる要因も多く、雇用情勢への影響を十分注意してみていく必要がある。 

また、建設、保育、介護等の分野では人手不足の状況が続いており、DX等の進展のなかデジ

タル分野への重点化を図ることや就職氷河期世代の安定就労に係る支援の取り組みも引き続

き求められている。 

 
（２）令和４年度における公的職業訓練をめぐる状況 

令和４年４月から令和４年12月までの、新規求職者は43,675人であり、そのうち特定求職者

に該当する可能性のある者は19,389人である。 
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令和４年度の職業訓練の受講者は次のとおり。（令和５年１月末日現在） 

・公共職業訓練（離職者訓練） 

県立校（委託訓練） 1,150人 

機構（施設内）     245人 

・求職者支援訓練     350人 

基礎コース       51人 

実践コース      299人 

・公共職業訓練（在職者訓練） 

県立校       1,747人 

機構         331人（生産性向上支援訓練除く／生産性向上支援訓練798人） 

・公共職業訓練（学卒者訓練） 

県立校        365人 （令和４年10月末日現在） 

・公共職業訓練（障がい者等訓練） 

県立校（委託訓練）  17人(令和５年１月末日現在) 

 

令和４年度の職業訓練の就職率は次のとおり。（令和５年１月末日現在） 

・公共職業訓練（離職者訓練） 

県立校（委託訓練） 75.9％ 

機構（施設内）    80.3％ 

・求職者支援訓練 

基礎コース     81.8％（雇用保険適用就職率 77.8％） 

実践コース      81.1％（雇用保険適用就職率 68.6％） 

・公共職業訓練（学卒者訓練） 

県立校       95.8％ 

・公共職業訓練（障がい者等訓練） 

県立校（委託訓練）  37.5％ 

 
  ※ 「県立校」は県立職業能力開発施設、「機構」は独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構岩

手支部を示す。 

 
３ 計画期間中の公的職業訓練の実施方針 
（１）公共職業訓練（離職者等訓練） 

新型コロナウイルス感染症による雇用情勢への影響、これに加えて、従前からの建設、保育、

介護等の人手不足分野への就職促進も念頭に置き、以下に掲げる職業訓練を、公共職業安定所

等と連携し、県全域で実施する。 

岩手県では、地域の訓練ニーズ等を把握して実施地区や訓練コース等を設定するとともに、

令和４年度の訓練規模を維持しつつ、母子家庭の母等を対象とした訓練コースや託児サービス

付きの訓練コースのほか、人手不足が顕著な保育及び介護分野の訓練コースや基礎的ITスキル

を習得するためのカリキュラムを盛り込んだ訓練コースに加え、IT資格を取得して就職を目指

す訓練コース等を設定する。このほか、介護福祉士、保育士及び企業が求める国家資格等の資

格取得を目指す２年間の長期訓練コースを引き続き設定する。 

また、職業能力開発の主管室である定住推進・雇用労働室、産業技術短期大学校本校（矢巾

町）、同校水沢校（奥州市）、宮古高等技術専門校(宮古市)及び二戸高等技術専門校（二戸市）

を、受講指示等を受けた訓練受講者に対して「職業訓練受講指示要領」２に定める職業訓練を

行う公共職業能力開発施設とし、専修学校等の民間教育訓練機関及び職業訓練法人に委託して

実施する。 
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・ 離職者等を対象とした訓練 

・ 企業実習を通じた実践力の習得が必要な求職者を対象とした訓練 

・ 母子家庭の母等を対象とした訓練 

また、(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構岩手支部では、公共職業安定所等との連携を

密にし、訓練受講者の確保及び就職への支援強化を図るとともに、多様なニーズに対応する

ために、システム・ユニット訓練を展開すると共に、習得度の確認を図る。さらには、より

効率的かつ効果的な質の高い職業訓練を行うため、離職者訓練修了者の就職先事業所に対す

るヒアリング調査及び離職者訓練受講者に対するアンケート調査を実施する。 

 

（２）求職者支援訓練 

基礎的能力を習得する職業訓練（基礎コース）及び実践的能力を習得する職業訓練（実践コ

ース）を設定する。 

訓練の設定に当たっては、成長分野や人材不足分野とされている分野・職種に重点を置くと

ともに、地域における産業の動向及び求人ニーズを踏まえたものとする他、育児中の女性等で

再就職を目指す者、未就職のまま卒業することとなった新規学卒者、コミュニケーション能力

等の課題を有する生活困窮者、さらには短時間労働者等の不安定就労者、就職氷河期世代の者

のうち不安定な就労に就いている者や無業者の者等である対象者について、その特性・訓練ニ

ーズに応じた職業訓練の設定にも努めることとする。特に出産・育児を理由とする離職者につ

いては、育児と職業訓練の両立を支援するため、託児サービス付き訓練コース及び短時間の訓

練コースの設定を促進する。 

就職氷河期世代に係る訓練については、就職氷河期世代への支援を協議する都道府県レベル

のプラットフォーム（行政機関・労使団体・福祉機関・就労支援機関・訓練機関等を構成員と

して設置）とも連携を図るとともに、これまでの実施状況を踏まえて短期間での取得が可能で

訓練期間の下限を緩和（訓練期間２か月程度）した「期間緩和コース」を主軸とする訓練コー

スの設定に努め、安定就労に有効な資格等の習得を支援する。 

なお、就職氷河期世代に対する訓練については、求職者支援訓練での対応を想定しているが、

個々の状況により離職者等訓練へも誘導し、柔軟な運用に努めるものとする。 

 

（３）公共職業訓練（在職者訓練） 

在職者が、技術革新や産業構造の変化等に対応する高度な技能と知識を習得するために、

地域企業の訓練ニーズに対応した在職者訓練を的確かつ効率的に実施する。 
岩手県では、産業技術短期大学校本校（矢巾町）、同校水沢校（奥州市）、宮古高等技術専門

校(宮古市)及び二戸高等技術専門校（二戸市）で地域企業の訓練ニーズに対応した在職者訓練

を実施する。 

(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構岩手支部でも、人材育成ニーズを踏まえ、中小企業等

を主な対象として、ものづくり分野を中心に真に高度な訓練コースを設定・実施する。 

特に、産業界又は地域の事業主団体ニーズに応じた訓練コースの設定・実施・支援を実施す

るとともに、在職者のキャリア形成の効果的な促進のために、相談援助・情報提供の拡充を図

る。 

また、分野を問わず、人手不足に悩む中小企業等の生産性の向上を図るための生産性向上支

援訓練も実施する。 

 

（４）公共職業訓練（学卒者訓練） 

産業技術短期大学校（矢巾町）及び産業技術短期大学校水沢校（奥州市）においては、技

術・技能の高度化に対応した実践的な技術者の育成を行うとともに、企業連携によるオーダ

ーメイドカリキュラムと、生産工学・品質保証技術のカリキュラムにより、生産技術部門の



4 
 

リーダー育成を行う。 
千厩高等技術専門校（一関市）では自動車整備の分野、宮古高等技術専門校（宮古市）で

は自動車整備及び金型技術の各分野、二戸高等技術専門校（二戸市）では自動車整備及び建

築施工の各分野の技術・技能の高度化・多様化に対応できる技能者の育成を行う。 
 

（５）公共職業訓練（障がい者訓練） 

障がい者の就業支援に資するため、厚生労働省が推進する「障害者の多様なニーズに対応し

た委託訓練事業」による職業訓練では、障がい者が住み慣れた地域で、企業や民間職業訓練法

人等多様な委託先を活用した委託訓練を実施する。 
県立拠点校（県内３校）に「障がい者職業訓練コーディネーター」及び「障がい者職業訓練

コーチ」を配置し、制度周知や訓練生及び委託先の開拓、訓練生への就職支援等を強化し、効

果的な職業訓練を実施する。 
また、効果的な職業訓練の推進に重点を置きつつ、障がい者に対する職業訓練と自立支援と

の連携強化を図る。 
 

４ 計画期間中の公的職業訓練の対象者数等 
（１）離職者に対する公的職業訓練 

ア 離職者に対する公共職業訓練  

施設名 種別 区分 延定員 訓練科名 

産業技術短期大学校

本校 
委託 

離職者 485人 介護パソコン科、IT実務科、 

グラフィックデザイン科 

Webエンジニア科 

介護福祉養成科、保育士養成科 

等 

日本版DS 30人 

産業技術短期大学校

水沢校 
委託 

離職者 405人 

日本版DS   0人 

宮古高等技術専門校 
委託 

離職者 245人 

日本版DS  45人 

二戸高等技術専門校 委託 離職者 174人 

委託 日本版DS   0人 

定住推進・雇用労働室 委託 離職者 166人 

岩手職業能力開発促

進センター（ポリテ

クセンター岩手） 

施設

内 

離職者 338人 
機械系分野、電気・電子系分野、

居住系分野 

橋渡し 30人  

合計 

離職者 1,813人  

日本版DS 75人 

橋渡し 30人 

合計 1,918人 

＊1 日本版DSは、日本版デュアルシステム（企業実習付き訓練）のこと。 

＊2 橋渡しは、標準で６ヶ月の離職者訓練を効果的に受講するために必要な技能と知識を

   身につけることを目的として、６ヶ月の訓練の前に行う１ヶ月の訓練のこと。 
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イ 求職者支援訓練 

訓練の種類 割合 
認定 

上限値 

新規参入の 

上限 

地域優先 
共有枠 

基礎コース 30％ 261 人 30％（78人） 

盛岡地域・

その他の内

陸地域・沿

岸地域間に

おける基礎

コースの割

合を各３分

の １ と す

る。 

実践コース 70％ 609 人 30％（182 人） 

 

うち介護分野 20％ 122 人 

基礎・実践コ

ースの各

30％を上限値

とする。 

医療事務分野 10％  61 人 

デジタル分野 16％  100 人 

 

IT 11％ 66 人 

デザイン 

（Web 系） 
5％ 34 人 

  その他 54％ 326 人 

合計 100.0％ 870 人 

 

（地域優先共有枠） 

求職者支援訓練の訓練コースは、就職率の実績が上位の訓練コースから認定されるため、状

況によっては、訓練コースが特定に地域に偏する可能性がある。 

このことから、いずれの地域においても、職務経験の浅い者等が職業訓練を通じ能力開発を

行うことができるよう、基礎コース認定枠の地域間における均一化を図る。 

なお、均一に設定した認定枠（地域優先枠）に残りが生じた場合は、県内全体で調整する。 

 

（認定上限値の繰越及び振替） 

実践コースにおいて認定申請が「定員」を下回った等の事情により認定数が認定上限値を下

回った場合の余剰定員は、同一認定単位期間の「その他」分野への振替を可能とする。 

また、同一年度の次期以降の認定単位期間の同地域、同種別（基礎コース、実践コース）、

同分野の認定上限値への振替も可能とし、第４四半期の認定申請に限り余剰定員の基礎コース

と実践コース間の振替を可能とする。 

 

（その他） 

  就職氷河期世代対策実施分として、就職氷河期世代の者のうち不安定な就労に就いている者 

 や無業状態の者など対象者の特性・訓練ニーズに応じた職業訓練を提供するため、実践コース 

 609人のうち258人を上限として設定する。 

 

（認定単位期間） 

１か月単位とする。 
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ウ 職業訓練の効果的な実施のための取組 

    公共職業訓練の実施計画の策定、周知・広報をはじめ、受講者の募集、円滑かつ効果的な

訓練の実施、訓練修了者の就職等を推進していくためには、国や県の関係行政機関はもとよ

り、地域の訓練実施機関団体や労使団体の理解・協力が必要不可欠である。 

また、訓練カリキュラム等の見直しも含め、訓練の実施結果や地域における人材ニーズ等

を踏まえた検討・改善を図っていく上でも、横連携による不断の取組が必要であることから、

令和５年度においては、関係者の連携・協力の下に地域の実情を踏まえた計画的かつ実効性

のある職業訓練の推進に努めるため、岩手県地域職業能力開発促進協議会内にワーキンググ

ループを設置し、公的職業訓練の効果検証を行う（労働局、県、機構）。 
 
（２）在職者に対する公共職業訓練 

ア 公共職業訓練（在職者訓練） 

施設名 
実施 

回数 
延定員 訓練科名 

産業技術短期大学校本校 56回 1,048人 
社員育成、生産・品質、機械・制御、

電子・電気、ＩＴ・ＰＣ、建築・設備 

産業技術短期大学校水沢校 23回 415人 
社員育成、生産・品質、機械・制御、

電子・電気、ＩＴ・ＰＣ、建築・設備 

宮古高等技術専門校 22回 309人 
社員育成、生産・品質、機械・制御、

電子・電気、ＩＴ・ＰＣ、建築・設備 

二戸高等技術専門校 22回 320人 
社員育成、生産・品質、ＩＴ・ＰＣ、

建築・設備 

岩手職業能力開発促進センター

（ポリテクセンター岩手） 
53回 530人 

機械系分野、電気・電子系分野、居住

系分野 

合計 176回 2,622人  

 

イ 公共職業訓練（在職者訓練：生産性向上支援訓練） 

施設名 
実施 

回数 
延定員 訓練科名 

岩手職業能力開発促進セン

ター（ポリテクセンター岩

手） 

61回 610人 

生産現場の問題解決、成果を上げる業

務改善、マーケティング志向の営業活

動の分析と改善、相手に伝わるプレゼ

ン資料作成等 

 
（３）学卒者に対する公共職業訓練 

施設名 訓練課程 科名 定員 

産業技術短期大学校本校 専門課程 メカトロニクス技術科 40 人 

電子技術科 40 人 
建築科 40 人 
産業デザイン科 40 人 
情報技術科 40 人 

応用短期課程 産業技術専攻科 10 人 

産業技術短期大学校水沢校 専門課程 生産技術科 40 人 
電気技術科 40 人 
建築設備科 40 人 
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施設名 訓練課程 科名 定員 

千厩高等技術専門校 普通課程 自動車システム科 40 人 
宮古高等技術専門校 普通課程 自動車システム科 30 人 

金型技術科 10 人 

二戸高等技術専門校 普通課程 自動車システム科 40 人 
建築科 30 人 

合計   480 人 

 

（４）障がい者等に対する公共職業訓練 

施設名 種別 延定員 コース名 

産業技術短期大学校本校 

委託 

2212人 知識・技能習得訓練コース、実践能

力習得訓練コース、特別支援学校早

期訓練コース 
産業技術短期大学校水沢校 119人 

宮古高等技術専門校 119人 

合計  4430人  

 

５ その他、職業能力の開発及び向上の促進のための取組等 
（１）地域におけるリスキリングの推進に関する事業 

ＤＸの加速化やテレワーク等による働き方の多様化、職業人生の長期化など、企業や労働者

を取り巻く環境が変化する中で、労働者の学び・学び直しの必要性が高まっている。 

企業における人への投資や労働者の主体的な能力開発を促進し、人手不足が深刻な分野をは

じめ地域に必要な人材を育成・確保していくため、デジタル・グリーン等の成長分野に関する

リスキリングの推進に資する経営者等の意識改革・理解促進や在職者のリスキリング支援など

の事業に取り組む。 

なお、地域におけるリスキリングの推進に関する事業については、別途事業一覧を報告する

こととし、本計画に位置付けて実施するものとする。 

 

（２）受講生の能力及び適性に応じた公的職業訓練の実施 

ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティングを主軸に、労働者のキャリア形成に資

する情報提供及び相談援助に努め、受講者の能力及び適性に応じた公的職業訓練を実施するも

のとする。 

なお、ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティングの着実な実施に資するため、「訓

練受講希望者等に対するジョブ・カード作成支援推進事業」（委託事業）を活用した求職者に

対する訓練説明会やセミナー等を積極的に開催する。 

 

（３）職業訓練担当者の資質向上 

職業訓練の効果的な周知・広報、ハローワーク窓口での適切な誘導、訓練生に対する実効性

のある就職支援等を積極的に推進するためには、職業訓練担当者の資質向上を図る必要がある

ことから、行政機関、訓練実施機関が各々抱える不安や問題等の把握に努めるとともに、それ

らの解消・軽減を図るべく研修機会の提供に努める。 

 



３
検
証
手
法

検
証
対
象
の
訓
練
分
野
を
選
定
し
、
公
的
職
業
訓
練
の
訓
練
修
了
者
、
訓
練
修
了
者
の
採
用
企
業
及
び
訓
練
実
施
機
関
へ
の
ヒ

ア
リ
ン
グ
を
実
施
。
そ
の
結
果
を
検
証
し
、
改
善
策
（
案
）
を
検
討
。

ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
に
よ
る
訓
練
効
果
の
把
握
・
検
証
に
つ
い
て

1

２
W
G
の
構
成
員

岩
手
労
働
局
、
岩
手
県
、
（
独
）
高
齢
・
障
害
・
求
職
者
雇
用
支
援
機
構
岩
手
支
部

資料５

４
令
和
5
年
度
検
証
対
象
分
野

○
検
証
対
象
分
野
：
「
営
業
・
販
売
・
事
務
分
野
」

○
検
証
分
野
選
定
理
由
：
応
募
倍
率
は
高
い
が
就
職
率
は
低
い
。
求
人
ニ
ー
ズ
に
即
し
た
内
容
に
な
っ
て
い
る
か
、
就
職
支
援

策
に
課
題
が
な
い
か
等
、
訓
練
効
果
の
把
握
・
検
証
の
必
要
が
あ
る
た
め
。

○
検
証
対
象
コ
ー
ス
：
３
コ
ー
ス
、
訓
練
実
施
機
関
３
者
、
各
コ
ー
ス
訓
練
修
了
者
１
人
以
上
、
当
該
修
了
者
を
採
用
し
た
企

業
１
社
以
上

１
目

的

公
的
職
業
訓
練
効
果
検
証
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
（
以
下
「
W
G
」
と
い
う
。
）
は
適
切
か
つ
効
果
的
な
職
業
訓
練
を
実
施
し
て

い
く
た
め
、
訓
練
効
果
を
把
握
・
検
証
し
、
訓
練
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
等
の
改
善
を
図
る
こ
と
と
す
る
。



6
各
コ
ー
ス
の
訓
練
内
容

５
検
証
実
施
内
容

令
和
４
年
度
に
お
い
て
、
検
証
対
象
分
野
「
営
業
・
販
売
・
事
務
分
野
」
の
訓
練
を
実
施
し
、
就
職
率
が
良
好
で
あ
っ
た
下
記
の

各
訓
練
の
う
ち
１
コ
ー
ス
を
選
定
し
た
後
、
当
該
訓
練
の
修
了
者
と
修
了
者
の
採
用
企
業
を
選
定
し
、
そ
れ
ぞ
れ
に
ヒ
ア
リ
ン
グ
を

実
施
す
る
。

※
一
部
の
コ
ー
ス
に
お
い
て
、
採
用
企
業
か
ら
の
協
力
が
得
ら
れ
ず
同
一
訓
練
の
他
の
訓
練
コ
ー
ス
の
採
用
企
業
に
変
更

2

訓
練

コ
ー

ス
採
用
企
業
（
従
業
員
数
）

採
用
者

委
託
訓
練

卸
小
売
業
（
3
5
人
）

3
0
代
女
性

委
託
訓
練
（
日
本
版
デ
ュ
ア
ル
シ
ス
テ
ム
）

製
造
業
（
2
0
1
人
）

5
0
代
女
性

求
職
者
支
援
訓
練

車
両
電
装
品
修
理
・
販
売
業
（
1
5
人
）

3
0
代
女
性

訓
練

コ
ー

ス
主
な
訓
練
内
容

目
標
資
格
等

委
託
訓
練

商
業
簿
記
、
工
業
簿
記
、

W
o
rd
、
E
xc
e
l、
P
o
w
e
rP
o
in
t

簿
記
検
定
、
所
得
税
法
能
力
検
定
、
計
算
実
務
検
定
、

W
o
rd
、
E
xc
e
l、
刈
払
機
取
扱
作
業
者
安
全
衛
生
教
育

委
託
訓
練

（
日
本
版
デ
ュ
ア
ル
シ
ス
テ
ム
）

W
o
rd
、
E
xc
e
l、
P
o
w
e
rP
o
in
t、

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
、
企
業
実
習

M
ic
ro
so
ft
o
ff
ic
e
S
p
e
ci
a
lis
t・
E
xp
e
rt

求
職
者
支
援
訓
練

商
業
簿
記
、
W
o
rd
、
E
xc
e
l

簿
記
検
定
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
サ
ー
ビ
ス
技
能
評
価
検
定

(W
o
rd
、
E
xc
e
l)



7
ヒ
ア
リ
ン
グ
実
施
結
果
概
要

3

求
人
ニ
ー
ズ
に

即
し
た
内
容
に

な
っ
て
い
る
か

○
パ
ソ
コ
ン
の
ス
キ
ル

・
専
用
ソ
フ
ト
を
使
用
す
る
の
で
、
基
本
的
な
操
作
が
で
き
れ
ば
良
い
。

・
A
Iな
ど
先
進
的
な
ソ
フ
ト
は
使
用
し
て
い
な
い
。

（
訓
練
に
取
り
入
れ
る
べ
き
ソ
フ
ト
な
ど
は
思
い
付
か
な
い
）

・
資
格
は
仕
事
上
で
は
重
視
し
て
い
な
い
が
、
本
人
が
取
り
組
ん
で
き
た
結

果
と
し
て
面
接
時
に
は
一
定
の
評
価
と
な
る
。

○
求
め
ら
れ
る
ス
キ
ル
や
技
能

・
社
会
経
験
が
少
な
い
か
ら
か
も
し
れ
な
い
が
、
作
業
指
示
を
理
解
す
る
力

が
低
い
と
思
わ
れ
る
ケ
ー
ス
が
あ
っ
た
。

・
訓
練
で
習
得
す
る
の
は
難
し
い
と
思
わ
れ
る
が
、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

能
力
を
重
視
し
て
い
る
。

○
そ
の
他

・
人
手
不
足
の
た
め
、
採
用
基
準
を
設
定
す
る
状
況
に
な
い
。

・
挨
拶
が
き
ち
ん
と
で
き
る
人
を
採
用
し
て
い
る
。

ヒ
ア
リ
ン
グ
の
概
要

検
討
課
題
等

最
新
の
A
Iソ
フ
ト
等

訓
練
で
取
り
入
れ
を

検
討
す
べ
き
物
は
見

ら
れ
な
か
っ
た
が
、

今
後
も
情
報
収
集
を

行
っ
て
い
く
。

検
討
１



4

就
職
支
援
策
に

課
題
は
な
い
か

○
キ
ャ
リ
ア
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
※
の
実
施

・
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
が
う
ま
く
い
か
な
か
っ
た
事
例
に
つ
い
て
、
他
の
コ

ン
サ
ル
タ
ン
ト
に
助
言
を
受
け
る
な
ど
、
レ
ベ
ル
の
向
上
に
努
め
て
い
る
。

・
他
に
聞
か
れ
る
事
の
な
い
よ
う
、
受
講
者
が
安
心
し
て
相
談
で
き
る
環
境

で
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
を
実
施
し
て
い
る
。

○
そ
の
他

・
訓
練
内
容
に
直
接
関
係
は
し
な
い
が
、
企
業
で
環
境
美
化
の
一
環
で
使
用

す
る
可
能
性
が
あ
る
た
め
、
「
刈
払
機
取
扱
作
業
者
安
全
衛
生
教
育
」
を

実
施
し
て
い
る
。

※
キ
ャ
リ
ア
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

労
働
者
の
職
業
の
選
択
、
職
業
生
活
設
計
又
は
職
業
能
力
の
開
発
及
び
向
上
に
関
す
る
相
談
に
応
じ
、
助
言
及
び
指
導
を
行
う
こ
と
。

ヒ
ア
リ
ン
グ
の
概
要

検
討
課
題
等

検
討
１

検
討
２

訓
練
を
実
施
す

る
に
あ
た
っ
て

工
夫
し
て
い
る

こ
と

○
訓
練
生
の
確
保
対
策

・
募
集
の
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
に
「
３
か
月
で
○
○
の
資
格
取
得
」
が
目
標
で
あ

る
こ
と
を
明
記
す
る
こ
と
で
、
本
気
で
学
び
た
い
人
、
訓
練
レ
ベ
ル
に

合
っ
た
年
代
の
受
講
生
が
集
ま
る
。

検
討
３
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改
善
促
進
（
案
）
に
つ
い
て

5

○
検
討
１

・
求
め
ら
れ
る
ス
キ
ル
や
技
能

企
業
が
求
め
て
い
る
「
指
示
理
解
力
」
「
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
」
の
向
上
に
つ
い
て
は
、
訓
練
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
に

ど
の
よ
う
に
組
み
入
れ
ら
れ
る
か
検
討
が
必
要
で
あ
る
が
、
現
行
の
訓
練
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
で
も
、
就
職
率
向
上
の
観
点
か
ら

配
慮
を
求
め
て
い
く
こ
と
は
重
要
と
思
わ
れ
る
。

訓
練
修
了
者
か

ら
の
ヒ
ア
リ
ン

グ

○
就
職
支
援

・
訓
練
施
設
と
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
を
利
用
し
就
職
。
訓
練
施
設
の
支
援
内
容
で

改
善
等
を
求
め
る
点
は
な
し
。

○
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
で
の
改
善
を
求
め
る
事
項

・
良
好
で
特
に
改
善
を
求
め
る
意
見
は
な
か
っ
た
。

キ
ャ
リ
ア
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
の
実
施
に
つ
い
て
は
、
各
施
設
で
配
置
し
て
い
る
有
資
格
者
の
人
数
及
び
相
談
に
確
保
で

き
る
場
所
な
ど
に
差
が
あ
る
た
め
、
一
概
に
変
更
を
求
め
ら
れ
な
い
が
、
好
事
例
を
展
開
す
る
こ
と
は
有
効
と
思
わ
れ
る
。

・
キ
ャ
リ
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
の
実
施

⇒
訓
練
コ
ー
ス
設
定
を
行
う
機
関
に
対
し
、
周
知
用
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
を
作
成
し
配
付
す
る
こ
と
を
検
討
す
る
。
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○
検
討
２

・
そ
の
他
（
刈
払
機
取
扱
作
業
者
安
全
衛
生
教
育
）

企
業
で
使
用
す
る
可
能
性
が
あ
り
、
就
職
に
も
有
利
で
あ
る
と
の
意
見
が
あ
っ
た
。
W
G
内
で
検
討
し
た
結
果
、
「
有
効

性
は
認
め
ら
れ
る
が
、
訓
練
科
目
に
直
接
関
係
し
な
い
科
目
を
必
須
と
す
る
こ
と
は
難
し
い
」
と
の
結
論
と
な
り
、
訓
練
施

設
内
で
対
応
可
能
な
施
設
に
好
事
例
展
開
を
す
る
こ
と
と
す
る
。

○
検
討
３

・
訓
練
生
の
確
保
対
策

訓
練
の
レ
ベ
ル
を
設
定
で
き
れ
ば
、
よ
り
受
講
生
に
合
っ
た
訓
練
が
実
施
で
き
る
と
思
わ
れ
る
た
め
、
今
後
、
訓
練
の
レ

ベ
ル
分
け
が
可
能
か
検
討
す
る
。

そ
の
他
、
訓
練
募
集
の
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
に
よ
り
具
体
的
な
目
標
を
明
示
す
る
こ
と
は
、
訓
練
を
検
討
す
る
方
に
有
効
な
情

報
と
な
る
た
め
、
好
事
例
を
展
開
す
る
こ
と
は
有
効
と
思
わ
れ
る
。

⇒
訓
練
コ
ー
ス
設
定
を
行
う
機
関
に
対
し
、
周
知
用
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
を
作
成
し
配
付
す
る
こ
と
を
検
討
す
る
。



項
　

　
　

目
令

和
５

年
度

岩
手

県
地

域
職

業
訓

練
計

画
策

定
方

針

①
対

象
者

数
・

就
職

率
目

標

・
施

設
内

訓
練

：
3
6
8
人

・
委

託
訓

練
：

1
,
5
5
0
人

　
う

ち
長

期
高

度
人

材
育

成
コ

ー
ス

　
5
2
人

　
う

ち
日

本
版

デ
ュ

ア
ル

シ
ス

テ
ム

　
7
5
人

・
就

職
率

目
標

：
施

設
内

訓
練

8
2
.
5
％

　
委

託
訓

練
7
5
％

①
訓

練
規

模
・

就
職

率
目

標

・
認

定
上

限
値

　
8
7
0
人

　
う

ち
就

職
氷

河
期

対
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資料７ 

令和６年度 委託訓練(公共職業訓練) 実施計画策定方針（案） 

R5.10.30 
岩手県商工労働観光部定住推進・雇用労働室 労働担当 

 
令和６年度の委託訓練（公共職業訓練）の実施計画策定方針について、第 11 次岩手県職

業能力開発計画（令和４年３月策定）、新型コロナウイルス感染症が５類感染症に移行され

たことによる経済情勢の変化や本県の雇用情勢及び厚生労働省の令和６年度概算要求の内

容を踏まえ、以下のとおりとする。 

 

Ⅰ 基本方針                                         

１ 産業構造・社会環境の変化を踏まえた職業訓練の推進 
 (1) ＩＴ人材の育成強化 
   ＩＴ等のデジタル技術を活用した課題解決・業務効率化や他の業務領域との協力・

連携を行えるデジタル推進人材が不足しており、そうした育成を図るため、ＩＴや新

たな技術を活用した職業能力開発等の推進を図る。 
①  ＩＴ分野における委託訓練の拡充 
  委託訓練において、広くＩＴを活用できる人材を育成するためＩＴ分野における

訓練コースの拡充を行うとともに、ＩＴ活用スキルや業務に必要なデジタルリテラ

シー等の習得に資する訓練を組み込んだ訓練コースの設定を行う。 
② 高度ＩＴ人材の育成 

ＩＴＳＳレベルの資格取得を目指す訓練コースを展開し、ＩＴ人材やデジタル人

材の育成を図る。 
 (2) ＩＴや新たな技術を活用した職業能力開発等の推進 
   「デジタル田園都市国家構想総合戦略」（令和４年 12 月 23 日閣議決定）において、 

全ての労働人口がデジタルリテラシーを身に付けデジタル技術を利活用できるように

することが重要とされているところであり、ＩＴ分野以外の訓練コースにおいても、

訓練分野の特性に応じた基礎的なデジタルリテラシーの要素を含むカリキュラムを設

定する。また、訓練受講者の利便性や職業能力開発の効果を高める観点から、オンラ

イン訓練等技術を積極的に取り入れながら職業訓練を進めていく。 
(3) 人手不足分野における訓練の充実 
  将来不足するＩＴ人材、デジタル推進人材分野の訓練拡大と人手不足が顕著な分野

の訓練を実施する。 
  ① ＩＴ分野における職業訓練の受講機会の充実によるＩＴ人材、デジタル推進人材

の確保 
② 人手不足が顕著な介護及び建設分野の訓練規模の維持と観光分野の訓練コースの

設定 
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２ 全員参加型社会の実現に向けた職業能力開発の推進 
 (1) 非正規雇用労働者の職業能力開発 
   離職した非正規雇用労働者の就職を推進するため、引き続き委託訓練の実施を推進

する。 
    ① 正社員就職の実現を目指す訓練の充実 

    離職した非正規労働者等の就職を促進するため、求職者のニーズを踏まえた訓練

コースの設定を行う。 

  ② 日本版デュアルシステム訓練の受講勧奨 

    正規雇用の経験が少ない者を安定した雇用に結び付ける企業実習付き日本版デュ

アルシステム訓練の受講の勧奨に努める。 
  (2) 女性の職業能力開発 
   出産・育児・介護のために長期に離職した女性や就業経験が少ない母子家庭の母等

は、十分な職業能力の形成の機会に恵まれていない場合が多いことから、就業相談を

通じて、一人ひとりの状況に応じた適切な情報を提供するほか、企業の求人状況を踏

まえながら、再就職に結びつく職業能力開発の機会を提供する。 
  ① 介護、医療、ＩＴ分野での訓練コースの設定、託児サービス付きの訓練及び短時

間訓練コースの設定 
    介護、医療、ＩＴ分野等の女性が活躍している分野での訓練コースを設定するほ

か、子育て中の女性が受講しやすくなるよう、託児サービス付きの訓練コースや短

時間等の訓練コースを充実する。 

  ② 母子家庭の母等への就業支援等の実施 
    母子家庭の母等に対して、雇用ニーズに合致した委託訓練を実施することにより、

母子家庭の母等の自立支援を図る。 
３ 地域レベルのコンソーシアムによる訓練の開発・検証等 
  岩手県地域職業能力開発促進協議会において、訓練の効果検証等の結果を踏まえた地

域の企業・事業主団体が求める新たな知識・能力を訓練に盛り込んだ職業訓練の開発又

は既存の職業訓練の見直しを行う。 
 

Ⅱ 募集定員                                      

令和６年度については、令和５年８月 28 日付けで岩手労働局から前年度からの繰越を

含まない定員割当として前年度比 101.9%の 1,540 名が示された。長期訓練枠は前年度と

同数の 52 名、短期訓練枠は 1,488 名である。この中に新たにデジタル分野の目安数が 341
名と示され、順次拡大されることとなっている。第 11次岩手県職業能力開発計画におい

ても、介護・医療・ＩＴ分野の離職者等再就職訓練の受講者数の目標が 343 人（就職率

87.2％）となっており、実現に向けて推進していく。 
県内の雇用情勢は、新型コロナウイルス感染症の５類感染症移行により、持ち直しつ

つあるが、近年の有効求職者数（ハローワークに登録して仕事を探している人の数）は
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２万人前後となっており、大きな変動はないものの、保育、介護、建設、宿泊・飲食等

の分野における人手不足は依然として解消しておらず、これらの分野への再就職を引き

続き支援する必要等があることから、直近の訓練実績及び地域の訓練ニーズ、ＩＴ分野

への対応を踏まえた上で、短期訓練枠を充実して実施する。 

Ⅲ 訓練コース設定の考え方について                              

 訓練コースの実施計画については、第 11 次岩手県職業能力開発計画（令和４年３月策定）、

新型コロナウイルス感染症等の影響による経済情勢や本県の雇用情勢を踏まえ、各公共職

業安定所等に意見照会を行い、下記のとおりとしたところである。岩手県地域職業能力開

発促進協議会に対し意見を求め決定するもの。 
 
１ 離職者等再就職訓練について 

(1) 地域の実情を踏まえて、ＩＴスキル標準（ＩＴＳＳ）で定めるレベル１以上の資格

（ＮＰＯ法人スキル標準ユーザー協会が作成する「ＩＴＳＳのキャリアフレームワー

クと認定試験・資格とのマップ」に掲載されているもの。）の取得を目指す訓練コー

ス及び WEB デザイン関係の資格取得を目指すコースを設定し、カリキュラムにデジ

タル職場実習を組み込むコースの設定を推奨する。 
(2) 育児・介護等により訓練期間又は訓練時間に配慮が必要な離職者等に対し、令和５

年度と同様に、訓練期間を２か月とした訓練及び全コースにおける訓練設定時間を短

縮化した訓練を通年で実施する。 
 (3) 子育て中の女性の再就職を支援するため、託児サービスの可能なコースを限定せず、

託児サービスを提供できる訓練受託希望者が受託したコースを託児サービス付きコー

スとする。なお、託児サービスの普及のため、託児サービスの提供を企画提案審査に

おける評価の加点項目とするなどのメリット措置を講じる。 
 (4) 母子家庭の母等の職業的自立促進コースについては、令和５年度と同様に、母子家

庭の母等の職業的自立促進コースの単独実施は行わず、離職者等再就職訓練と統合し

た「母子家庭の母等の職業的自立促進コース併用型」として設定する。 
 (5) これまで職業能力開発機会に恵まれなかった非正規雇用労働者等を対象として、企

業が求める国家資格の取得を目指す長期（１～２年）の訓練コース（長期高度人材育

成コース）を設定し、高い可能性で正社員就職に導くことができる訓練を実施する。 
 (6) 岩手県地域職業能力開発促進協議会における訓練の効果検証等の結果を踏まえ、地

域の各関係機関による地域コンソーシアムにおいて協議のうえ、地域の企業・事業主

団体が求める知識・能力を職業訓練に盛り込むなど、新たに開発した職業訓練コース

又は既存の職業訓練カリキュラムを見直した職業訓練コース（地域レベルのコンソー

シアムによる職業訓練の開発実施コース）を活用した訓練コースの設定について検討

する。 
(7) 職業安定所等の求人・求職情報による職業訓練ニーズ及び各事業主団体等へのヒア
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リング等を勘案し、訓練期間を２か月に設定した訓練を実施する。 
(8) 建設分野における人材を確保するため、「総合オペレーション科」等の総合的な建設

系の訓練を実施する。 
(9) 観光分野における人材を確保するため、長期高度人材育成コースと短期訓練での設

定を検討する。 
 

２ 日本版デュアルシステム訓練について 
令和５年度の実績、訓練実施機関へのヒアリング及び求人ニーズ等を勘案し設定する。 

 
Ⅳ 訓練の実施時期                                      

 令和５年度の実施時期を参考とし、各地区での実施時期を決定するものとする。 
原則として隣接する地区等で同種訓練が重複しないように調整して設定するものとする。 

 なお、国(岩手労働局)においても「求職者支援訓練」を実施していることから、令和５年

度と同様に岩手労働局とも実施計画について事前に協議することにより、同時期に同様の

コース設定がなされないよう調整する。 
 また、年度跨ぎのコース設定については、資格取得等の試験時期の関係から修了時期を

考慮すべきものについては、令和６年度も同様のコース設定とする。 
 

Ⅴ 令和６年度委託訓練実施計画                                      

 令和６年度の委託訓練実施計画については、以下のとおりとする。（R５.10 月時点） 
 
○ 離職者等再就職訓練     134 コース 1,526 名（R５： 124 コース 1,475 名） 

母子家庭の母等の職業的自立促進コース含む  
※離職者等再就職訓練と併用（R５：７コース） 

 
○ 日本版デュアルシステム訓練  ３コース 46 名（R５：５コース 75 名） 

 
合計 137 コース 1,572 名（令和５年度当初比８コース 22 名増） 

（R５計画：129 コース 1,550 名） 
※ 年度跨ぎ含む 
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資料９ 

令和 6 年度施設内訓練実施計画（案）について 

【岩手職業能力開発促進センター】 

 

１．令和 6 年度施設内訓練実施計画について 

（１）令和 6 年度施設内訓練の策定について 

施設内訓練計画の策定に当たって、以下の項目についてニーズ調査等を実施した。 

 

① 事業所のヒアリング等による人材ニーズ調査 

訓練科ごとに関連する事業所を訪問（電話による聞き取り含む。）し、採用時に求

める職業能力、OJT では習得し難い職業能力についてヒアリング調査を実施した。調

査数の内訳は機械・金属加工関連企業 10 社、電気・電子関連企業 10 社、居住・環境

関連企業 10 社、その他 13 社の計 43 社。 

② 求人状況・求職状況 

各訓練科に関連する職種ごとの求人数について調査を行った。具体的には、施設か

ら概ね 40km 圏内の公共職業安定所（盛岡、花巻、北上、水沢）の職業別求人・求職

状況報告を集計した。 

③ 産業ニーズ 

訓練科および訓練内容の設定にあたっては、施設から概ね 40km 圏内における市

町村（盛岡市、花巻市、遠野市、北上市、奥州市、紫波町、矢巾町、西和賀町、金ケ

崎町）地域の当該訓練科等の関連事業所数および就業者数について調査を行った。 

④ 民間教育訓練機関等との競合 

県立産業技術短大、県内認定訓練施設、民間能力開発事業所等の訓練内容について、

電話による聞き取り、資料やホームページ等により調査した。 

 

（２）令和 6 年度離職者訓練実施計画について 

ニーズ調査および令和 5 年度までの経過から、以下のように設定した。 

 

① ものづくり訓練に限定 

独立行政法人高齢･障害･求職者雇用支援機構が施設内訓練として実施する訓練科は、

平成 21 年度より「ものづくり」に限定することとなっている。 

② 訓練コースと定員 



 

 

実施する訓練科は、産業ニーズ等を考慮し一部カリキュラムの変更などを検討のうえ、 

昨年度と同様に以下の７科を予定している。 

 

１． テクニカルオペレーション科（募集科名：CAD/NC オペレーション科） 

２． 金属加工科 

３． 電気設備技術科（募集科名：電気設備施工科） 

４． 生産システム技術科 

５． ビル管理技術科 

６． 住宅施工技術科（募集科名：建築 CAD 施工科） 

７． 橋渡し訓練（募集名：ものづくり導入訓練） 

※訓練期間は１か月であり、その後に続く訓練（６か月）や就職に必要な 

能力の向上を図るもの 

※１か月の訓練終了後、「金属加工科」「電気設備技術科」「住宅施工技術 

科」へ合流 

 

定員については、応募状況を勘案のうえ定員を見直し、令和５年度から 25 名減の

343 名を予定している。なお、訓練設備が保有できるまでは定員を超えても受講を受け

入れることとしたい。 
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